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はしがき
本報告書は, 2000･ 2001年度において交付された文部科学省研究費補助金
(基盤研究(C), (2)) ｢日本の広域中心都市の拠点性に関する比較分析｣ (課
題番号12680069),代表者日野正輝に基づく研究活動の報告である.
札幌,仙台,広島,福岡の4広域中心都市(地方中枢都市)の発展は,三大
都市圏,とりわけ東京圏-経済力が集中する国土の求心構造を改め,均衡のと
れた発展を図る上からも求められてきた. 1962年に閣議決定をみた第1次全
国総合開発計画において大規模地方開発都市の構想が示された.その背後に,
三大都市圏-の経済力の集中は三大都市が有する外部経済に基因するものであ
り,地方にも外部経済の効果を及ぼす開発拠点を育成する必要があるとする認
識があった.
こうした開発政策の効果を評価することは難しいが,現実に, 4広域中心都
市は全国人口が三大都市圏に集中するなかにあっても急成長を遂げて,大都市
化した.政令指定都市-の指定をもって大都市とするならば,札幌･福岡は1970
年代に,広島･仙台は80年代にそれぞれ大都市になったと言い得る･しかも,
4都市は主として地方ブロックをテリトリーとする大企業の支店集積によって
地方ブロックの中心都市としての機能を高めた.換言すれば,広域中心都市は
支店をはじめとする地方ブロックの中心機能を獲得することで急成長を遂げて,
大都市化した.
ところが, 1980年代後半以降の広域中心都市の動向に関しては,それまでの
横並びの成長から都市間の成長の差が指摘されるようになった.加えて,経済
のグローバリゼーションのなかでの広域中心都市の新たな役割として,地方経
済と海外とをリンクする機能,広域化した地場企業の事業展開の拠点としての
機能が注目されるようになった.
本研究は,上記した広域中心都市に関する新しい見解を受けて, 4都市の成
長力の差を検証したものである.第Ⅰ章は従来の広域中心都市の諸研究をレビ
ューすることで,これまでの研究成果と課題について確認した.第ⅠⅠ章は,主
に産業統計に基づいて1980年代以降における4広域中心都市の従業者の推移
を比較検討することで, 4都市間の成長力の差異について考察した･第ⅠⅠⅠ章
は,支店の集積量に焦点を当てて, 4広域中心都市の動向を比較検討した･第
ⅠⅤ章は,対事業所サービス業が1980年代以降広域中心都市の従業者の増加に
最も大きく寄与するに至ったが,そのなかでも成長が著しかった情報サービス
産業に焦点を当てて, 4都市の産業規模および特徴を比較検討した･そして,
最後に全体の検討結果をまとめると同時,今後の課題を提起した(第Ⅴ章)･
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Ⅰ地方中枢都市の研究成果と課虜
1.はじめに
20世紀後半における日本の都市化は, ①三大都市圏-の人口集中と②東京と
大阪の経済力格差(｢東京一極集中｣)によって特徴付けられるが,同時に③札
幌,仙台,広島,福岡の4地方中枢都市の急成長が特筆される.そのため,三
大都市(圏)の研究とともに地方中枢都市に関する研究がこれまでに数多くみ
られた.しかも地方中枢都市研究は日本の都市研究に地域形成(地域構造,国
土構造)および企業組織と都市の階層分化の関連を問う観点を育てることに大
きな役割を果たした.以下,従来の地方中枢都市に関する研究成果を紹介し,
今後の課題について展望したい.
なお,地理学研究の分野では, 4地方中枢都市は題目に掲げたように広域中
心都市と呼ばれる.それは,北川(1962)が上記4都市を他の地方県庁所在都
市と区別される地方ブロックの中心都市として位置づけ,広域中心都市と命名
したことによる.それにもかかわらず,ここで地方中枢都市の用語を使用する
理由は,中学の地理の教科書において地方中枢都市の用語が使用されているこ
とによる(田辺ほか, 2000).地方中枢都市の用語が地域開発政策などの特定
の分野に限定されて使用されているならば,進んでそれに倣う必要もないが,
義務教育課程の教科書において使用されていることからすれば,当該用語はす
でに広く流布していると考えらる.そこで,以下,文献紹介等で広域中心都市
の用語を用いる必要がある場合を除いて,地方中枢都市の用語を使用すること
にする.
2.地方中枢都市に関する認識の定着
渡辺(1971)によれば,札幌,仙台,広島,福岡の4都市は地方都市のなか
にあっては規模が大きく,しかも明治以降の国土の地方区分と地方単位に配置
された国家機関の立地などから,他の地方県庁所在都市などとは別格の都市と
して古くから認識されてきたと言う.しかし, 4都市がともに地方ブロックの
中心都市として一つの都市階層として概念化されたのは,上記した北川の命名
によってであったとみてよい(吉田, 1972).
北川は,戦後日本の経済･政治･社会体制の変化･高度化に伴なって旧六大
都市よりも規模が小さいが,府県の中心都市よりも高次の機能をもった都市が
出現したが,それらの都市はいまだ固有の名称を持たないとして,広域中心都
市と命名したのである.
しかも,北川は,広域中心都市として福岡,札幌,仙台,広島を位置づけと
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ともに,広域中心都市の成立時期,広域中心都市の成立による地方ブロックの
地域的一体性の形成, 4広域中心都市の中心機能の差とその要因,支店経済の
問題などにまで言及した.一方,政府の地域開発関係の調査報告書などにおい
ても,早くから広域中心都市-の言及がみられた(科学技術庁資源調会,1963).
そして, 1962年に閣議決定をみた第一次全国総合開発計画では,新産業都市の
建設とともに大規模地方開発都市の開発が提唱され,当計画に対応して策定さ
れた地方開発促進計画において4都市が大規模地方開発都市に位置づけられて
いた(東北開発促進計画, 1964,星野, 1977).
さらに,広域中心都市については,地方ブロックの中心都市としての認識と
ほぼ時を同じくして, ｢支店経済のまち｣としての認識が示されていた. 1960
年の『九州経済統計月報』に｢進行する支店型経済一戦後の福岡市-｣と題さ
れた研究報告が発表された(九州経済調査協会, 1960).そこには戦後の福岡
の九州地方における経済的中心都市としての発展ぶりが中央官庁の出先機関の
集積,中央大資本の進出および第三次産業に傾斜した急成長などと関連づけて
説明されていた.そして, 1960年代半ばには福岡のみならず他の地方中枢都市
に対しても同様の認識が示されるようになった(吉田, 1972).
3.中枢管理機能研究
地方中枢都市に対する関心は上記した1960年代の研究によって喚起された
が,次に紹介する中枢管理機能に関する認識と調査結果が地方中枢都市に対す
る関心をさらに大きく高める働きをした.
中枢管理機能とは, ｢当該都市およびその周辺地域の経済的,社会的活動を,
調査,研究,情報提供を通じて管理,統制し,これらの活動を円滑ならしめる
機能｣と定義される(経済企画庁地域経済問題調査室, 1964).そして,当該
機能が工業集積に代わって大都市の成長を牽引するに至ったとみるのが中枢管
理機能説である.小森(1966)によれば,こうした認識を最初に提起したのが
竹内正巳(大阪府立商工経済研究所, 1959)であったとされる.また,中込(1967)
によれば,中枢管理機能が国の地域開発政策において大きく取上げられるに至
った理由は, 1963年に地域経済問題調査会が｢地域的均衡のとれた経済発展の
実現に向けた方策｣について提出した答申において,経済力が大都市に集中す
る求心構造を明確化するために管理中枢機能(中枢管理機能の概念は当初は管
理中枢機能を表現されていた)の集積形成の理論的･実証的検討の必要性を指
摘し,さらに,その指摘を受けて翌年『中枢管理機能に関する調査』 (経済企画
庁地域経済問題調査室, 1964)が実施されたことによると説明されている.
上記した調査によって, 4地方中枢都市が中枢管理機能の集積量において三
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大都市に次ぐ都市に評価された.すなわち,人口規模を指標にする限りは,地
方中枢都市は当時にあっては旧六大都市の下位に位置づけられるが,中枢管理
機能の集積量では横浜･京都･神戸の上位に評価されたのである･それは日本
の都市序列に関する新しい認識であった.それだけに地方中枢都市に対する関
心を高めることになったとみてよい.さらに, 1969年の第二次全国総合開発計
画は, 4地方中枢都市は中枢管理機能の大集積地として三大都市とともに全国
の7大中核都市に位置づけられた(国土総合開発審議会, 1969)･
このように地方中枢都市に対する関心が社会的にも高まりをみせていた
1969年に,日本地理学会秋季学術大会において｢広域中心都市｣をテーマにし
たシンポジウムが仙台で開催され,地方中枢都市の特質,機能および空間構造
などが比較検討された.その2年後にシンポジウムの成果を骨格にして,広域
中心都市の発生と実態およびその意味を検討した『広域中心都市一道州制の基
礎-』 (木内･田辺, 1971)が刊行された.そこでは,地方中枢都市の発達史,
市街地の土地利用分化,広域機関(行政機関･支店)の集積状況と管轄地域が
提示されると同時に, 4都市の比較がなされた.同書はいわば当時考えられる
地方中枢都市研究の課題を網羅しており,その意味では地方中枢都市研究の基
礎をなすものであったと評価できる.
4.地方中枢都市に関する実証研究
1) ｢広域中心都市論｣
吉田(1972)は, 1960年代後半から70年代はじめにかけて行われた地方中
枢都市の研究成果を展望し,研究内容を次の4点に整理した. ①地方ブロック
を管轄する行政機関および民間出先機関の集積およびその都市機能の定量化,
②広域的機関の集積が都市内の地域構造に及ぼす影響, ③広域中心都市の成立,
④広域中心都市の比較研究.
さらに,従来の研究成果を踏まえた上で,広域的機能を担う発現機関の集積
と広域中心性の動向との対応関係の検証の必要性を捷起した.そして,仙台を
対象にして,人口,産業別就業者,卸売販売額,金融機関貸出残高などの一般
的指標から見た仙台の卓越性およびその動向と民間企業の支店の集積との関係
を実証した.その上に立って,広域中心都市の成長は中央の出先機関の集積に
依存した自立性を欠いたものと指摘した.しかし,大企業本社が東京･大阪に
著しく集中したわが国の現実からして,地方都市の発展には東京･大阪との結
びつきの強化は避けられない点を指摘することも忘れなかった.
なお,吉田は広域中心都市の成立時期についても言及し,この間題について
は定説がないとしながらも,広域的機能の発現機関の集中過程からすると,戟
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後の高度経済成長期の開始時期に当たる1955年ごろに画期が求められるとし
た･すなわち,広域中心都市の成立時期を戦後の高度経済成長期のはじめとし
た･これに対して,阿部(1975)が明治後半以降の都市別支店数および支店の
管理地域の変遷から,地方中枢都市の卓越性が昭和10年ごろにすでに現れて
いたとする見解を示した.
この点について私見を述べれば,筆者は地方中枢都市の成立時期の特定に当
たっては,当該都市が一般的指標において広域中心性を発揮した時期に注目す
る必要があると考える.つまり,支店の立地数において卓越した状態が認めら
れたとしても,それが都市の中心性の形成に対して大きな力を発揮するに至っ
ていないとすれば,支店の立地数の卓越性だけをもって地方中枢都市の成立と
することはできない.その意味では,昭和戦前期における地方中枢都市の中心
性を一般的指標で把握することが求められる.
一方,いち早く地方中枢都市の認識を提示した北川は1976年に長年蓄積し
た地方中枢都市研究をまとめて公刊した.同書は,上記した木内･田辺(1971)
とともに地方中枢都市の総合的研兎と評価される内容である.そこには4地方
中枢都市の都市機能,圏域および空間構造の比較に基づく一般性と差異の摘出
と将来展望が提示されている.
そのほかに地方中枢都市の総合的研究として高く評価できるものに田辺･長
谷川編(1982)がある.これは仙台を対象として個別に行われてきた研究をう
まく集成したものである.地方中枢都市･仙台に関する基礎的文献となってい
る･また,広島市(1983) 『広島新史(地理編)』は全12編からなる市史の1
巻をなすものであるが,広島大学の地理学研究者が中心になって編纂したもの
であり,地方中枢都市広島の特質が多面的に分析され,地方中枢都市広島に関
する基本的文献になっている.なお,広島については, ｢支店経済のまち｣とし
ての実態を支店のルポを通して捉えた中国新聞社(1980)は,支店活動の具体
的な姿を知り得る稀有な書である.しかも,同書には支店の機能に関するアン
ケート調査の結果が収められていて,資料的価値もある.
2)企業の支店配置からみた地方中枢都市の地位
全国における都市の階層体系を東京･大阪などの全国中心都市から県内の地
域中心都市まで含めて統一的に把握するには,全ての都市階層を識別できる共
通した指標が必要になる.上記した中枢管理機能がその必要に応える指標であ
った･とりわけ経済的中枢管理機能に位置づけられた大企業の本社,支店が適
した指標であった.その理由は,大企業の本社･支店さらには地区販売会社お
よび代理店などを含めた事業所は全国に多数,しかも階層的に配置されている
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ところから,都市別にそれらの事業所の集積量と機能を把握することで,各都
市がどのような広がりをもったテリトリーの拠点に位置づけられているかを判
定できたからである.
地方中枢都市研究においては企業支店の集積に焦点を当てた研究が多い.そ
れらの研究を大別すると, ①地方中枢都市に集積する支店の集積量と特性を把
握する研究と, ②全国,あるいは地方の都市群を対象にして企業本社および支
店の集積量と機能から都市の階層構造を把握するなかで,地方中枢都市の特徴
と位置づけを試みた研究である.前者の研究としては,上述した吉田(1972)
の研究,および広島に集積する支店の開設年次･テリトリー･設置理由などの
基本的な属性に加えて情報流や転勤移動なども含めて検討した森川(1996)な
どがある.さらに,地方中枢都市の公的機関による実態調査が蓄積されてきた
(札幌商工会議所,1973,1988,1993,1998 ;仙台商工会議所, 1972 ;仙台都市科
学研究会1980, 1987;広島商工会議所, 1961, 1965 ;広島県, 1976;中国新
聞社, 1980 ;広島県中小企業情報センター, 1987 ;九州経済調査協会, 1960,
1977, 1985, 1991, 1999).それらの調査報告を資料にした研究報告も少なく
ない(川手, 1979;高原,1999;寺谷, 1993, 2002;野間, 1989, 2000,).ま
た,地方中枢都市に立地する支店従業者の接触行動パターンから,支店の広域
的機能の実態を分析した研究もある(池滞, 1994).
上記した調査研究により, ①地方中枢都市に集積する支店の大半が1950年
代以降に進出した東京および大阪本社の支店であること, ②業種構成において
はメーカーや商社の支店からなる卸売業支店が最も多く, ③支店の多くは地方
ブロック全域をテリトリーとし,自ブロックの県庁所在都市などに出先機関を
配置する支店も多いことなどが明かになった.さらに, ④地方ブロックに対す
る営業･管理には出先機関および地方中枢都市に本社を置く地元企業を通して
行われることが多く,支店従業者の接触相手先の多くは地方中枢都市に所在す
ること,および本社所在地である東京-の出張頻度が高いことなども指摘され
ている.
一方,後者のタイプの研究としては阿部の一連の研究がある.阿部は『会社
企業名鑑』などを資料にして大企業の本社･支店の立地数を明治後半から現在
に至る期間にわたって主要都市別に集計した.また,業種別の立地動向,およ
び聞き取りやアンケート調査に基づく支店のテリトリーについても併せて検討
することによって,東京への一極集中の傾向とともに地方中枢都市の継続した
地位の上昇を明かにした.それらの成果は阿部(1991)にまとめられている.
そのほかに,県庁所在都市などに集積する支店を対象とした調査からも(吉田,
1975 ;池滞･日野, 1992;日野, 1996),地方中枢都市と県庁所在都市の階層
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分化は確かめられた.その根拠は,主に県庁所在都市に立地する支店の大半が
県域をテリトリーとし,しかも大企業の支店のなかに地方中枢都市に配置され
た支店の出先機関が多いことに求められた.
上記した都市別の支店集積に関する研究の多くは,支店の集積量を支店数で
捉えてきたが,西原(1991)は1981年の事業所統計調査報告から集計される
ようになった事業所の本所.支所,単独事業所別統計を利用して､企業および
事業所のタイプ別従業者を把握して,その業種･本社所在地構成の比較から,
全国の主要都市のなかでの地方中枢都市の特徴を提示した.類似した研究はそ
の後も日野によって続けられている(1994, 1996).
また,西原(1996)は九州地方の諸都市の卸売流通における仕入先地･販売
先地を分析するなかで,商品特性による取引流通形態の違いとともに,基本的
な流通形態として地方中枢都市,県域中心都市,県内の地域中心都市の階層分
化が存在することを実証した.そのほか,加藤(1993)は, 1980年代に今後
の成長産業として注目されたソフトウエア産業の地方分散の実態を検討する目
的で,地方都市のなかでは当該産巣の集積が認められる地方中枢都市の一つと
して仙台を取上げて実態調査した.その結果は,地方中枢都市の当該産業の特
徴として,メーカー系あるいは情報サービス系の支所･子会社が多いこと,地
場の独立した事業所の多くは上記の支所･子会社からの受注に依存し,業界全
体が需要･技術の側面において東京に大きく依存してことを指摘した.すなわ
ち, ｢支店経済のまち｣に合意されていた中央-の従属的性格がソフトウェア産
業についても認められる点を強調した.
3)地方中枢都市の空間構造研究
地方中枢都市の空間構造研究は,上記した都市の階層分化に主眼を置いた実
証研究とともに,地方中枢都市研究の当初から取上げられてきた主要な課題で
あった(木内･田辺1971;吉田, 1972).しかし,地方中枢都市の空間構造研
究はCBD研究,オフィス立地の研究,因子生態研究などの研究テーマごとに
個別に行われてきた感が強い.そのため,それらの研究成果を総合して,地方
中枢都市の空間構造の特質を語ることは少なかった.したがって,ここでも上
記したテーマごとに従来の研究を紹介する.
1970年代の日本の都市化研究において都市圏の拡大とともにCBDに対し
て関心が払われた.それはアメリカ合衆国におけるマーフィーの一連のCBD
研究に負うところが大きいが,何よりもCBDの拡大･変貌が郊外の開発とと
もに都市化を体現するものであったからでる(小森, 1971a ).小森(1971b)
は, 4地方中枢都市のCBDを画定し,その規模･形態･密度,およびCBD
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に集積する事業所の立地分化を比較検討することで, 4都市のCBDの差異と
同時に一般的傾向を提示した.また,桑島(1979, 1985)は,仙台と福島のC
BDの土地利用および建物高層化と用途別床面積を比較し, CBDの規模,高
層化,土地利用の機能分化において仙台は福島とは違った水準にあること示し
た.
1970年代後半になると, CBDに集積する事業所のなかでもオフィスに焦点
を当てた研究が現れてくる.それは,地方中枢都市のCBDを特徴づける施設
がオフィスであったからである.山崎(1978, 2001)は広島･福岡のCBDに
おけるオフィスの業種別および企業タイプ別の立地分化を検討し,金融機関･
大手メーカー支社のCBD核心部-の強い立地指向を明かにした.また,地方
中枢都市のオフィスの過半を占める支店の立地動向の検討も見られる.さらに,
オフィスの供給サイドであるCBDにおける高層ビルの立地･利用状況の実態
把握と地価および開発業者の投資行動などから説明を試みた研究がある(松原
1987,坪内, 1994;松岡, 1996;石丸, 2000).
一方,都市の行政域さらには都市圏まで含めた空間構造は居住地の空間的分
化の分析を通して検討されてきた.そこでは因子分析が活用された.その種の
研究は因子生態学と呼ばれる.地方中枢都市を対象とした因子生態学研究には
福岡･広島を分析した森川(1976),横山･森川(1977)および仙台･札幌を
分析した高野(1994, 1995)などの研究がある.さらに,旧建設省(現国土交
通省)が道路建設等の基礎資料を得る目的で実施したパーソントリップのデI
タを使用して, 1日の時間帯ごとの住民属性に基づく地域分化を把握した研究
もみられた(若林, 1984).
因子生態研究の研究成果から主な点を紹介すると,地方中枢都市についても,
多くの都市に共通して確認される家族状況および社会･経済的状況を示す因子
が主要因子として現れることが確認された.つまり,当該都市においても,ラ
イフサイクルに基づく同心円的分化パターン,および社会･経済的地位による
セクター的分化が存在ということである.ただし,上記2因子を構成する変数
は都市の産業および人口構造の変化によって時間的に変化することも指摘され
た.一方, 1日の住民の移動からは職住分離を内容とする地域分化が明瞭に現
れることが確認された.
さらに,地方中枢都市を対象とした住宅供給および居住者特性に関する研究
も数多い.住宅供給に関しては,郊外の団地開発と市街地におけるマンション
開発に関する研究が主であった.前者に関しては仙台の丘陵地に展開する団地
開発を検討した千葉の研究(1994)がある.また,団地および集合住宅入居者
の特性を分析したものとしては広島･福岡など対象にした由井の一連の研究が
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ある(1984, 1999).近年では, 70年代以降の欧米の都市で多くみられたジェ
ントリフィケーションを視野に入れた都市周辺部におけるマンション開発と住
民構成の変化を扱った研究がみられる(広瀬, 2000).
5.地方中枢都市を巡る最近の議論
1980年代後半における都市問題および地域政策の議論の多くは東京一極集
中の問題に費やされた.東京一極集中の要因として,経済のグローバリゼーシ
ョンの進展による東京の世界都市化,とりわけ世界金融センター化,および情
報化,サービス経済化,さらには公共投資の抑制の影響などが指摘された(目
良･宮尾･坂下, 1988).こうした議論のなかで地方中枢都市についても, 80
年代前半の持続的成長の見通しから(国土庁計画･調整局, 1984),東京一極
集中の影響が心配されるまでになった.例えば,データ通信の進展が本社によ
る企業情報の一元的管理を可能とし,.結果として支店機能の一部が失われれる
と予想された.これは｢支店経済のまち｣にとっては経済基盤の縮小を意味す
る(模本, 1986).
しかし,実際には支店の拠点機能はむしろ強化され,地方中枢都市は80年
代を通じて相対的に高い成長率を維持し,地方ブロックにおける一極集中の傾
向を強めた(中山, 1987 ;九州経済調査協会, 1991 ;札幌商工会議所, 1993,
日野, 1995).そして,地方中枢都市の支店経済については｢支社経済｣と形
容されるほどであった.さらに,地方中枢都市のなかでも福岡については,す
でに九州の地場企業が事業の広域的展開を図る拠点として利用される都市にな
っていることが紹介された.
続く　90年代には,福岡･仙台と広島･札幌の成長の差が長期化の様相をみ
せるなかで, 80年代まで成長率に程度の差があるとしても同じレール上にある
とみられてきた4都市に対して,成長力の差が生まれつつあるとする見解が示
された(九州経済調査協会, 1999;野間, 2000).その理由として,各地方中
枢都市が依って立つ地方ブロック経済の活力の差,国際経済とのリンケージの
大きさの差,そして企業支店の再編に伴なう都市の位置付けの差が指摘された.
つまり,地域経済の広域化･グローバル化が進行するなかで,地方中枢都市の
成長にとって従来の地方ブロックを対象とした営業の拠点に加えて,地場企業
および外資の事業展開の拠点となり得るだけの機能を備えること,および企業
のリストラのなかでより広域のテリトリーの拠点になることが重要になってき
たと言うことである.福岡は後者の3点において他の地方中枢都市を上回って
いるとみられている.日野(2001)は,この見解を受けて人口･従業者を指標
にした4都市の比較を行い, 1980年代後半以降の広島の停滞傾向を認めてい
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る.
6.今後の課題
上記した最近の議論から,地方中枢都市の動向に関連して,少なくとも次の
4点を課題として提起できる. ①従来なされてきた支店集積の動向と広域中心
性の関連に関する実証研究を継続するなかで, 90年代以降の支店再編が4都市
の階層分化を引き起こす方向に作用しているかを検討すること. ②4地方中枢
都市の産業集積の差異に関しては,大企業の支店集積のみならず,地域企業お
よび外資にとっての地方中枢都市の位置づけについて検討すること.その理由
は,福岡などでは,地域企業が福岡を拠点にして事業を広域的に展開するケー
スが認められると同時,地域企業の支店の集積量もある程度の規模に達してい
るからである. ③前者の検討課題とも関係するが,地域企業に拠点として活用
される都市の条件,さらには地場企業のインキュベーターとしての地方中枢都
市の地域性について都市文化も含めて比較検討すること. ④以上の課題検討の
上に立って都市振興策を検討する土と.その際,外資に大きく依存した世界都
市の産業政策の検討も参考になる.なぜなら,それらの都市と地方中枢都市と
では規模および行政機構などに違いがあるにしても,外部資本に大きく依存し
たなかで,それを活かしつつ自立した経済を確立しようとしている点では共通
しているからである.したがって,世界都市の経済政策には地方中枢都市にと
って参考になる施策が含まれている可能性が高い.
一方,都市の空間構造研究においては,従来の研究に加えて再開発事業に焦
点を当てた研究が今後必要となろう.その理由は,近年の都心周辺部における
活発なマンション開発に代表されるように地方中枢都市においても種々の再開
発および人口構造の変化などにより,オフィスの立地移動および居住地の新し
い地域分化が予想されるからである.その際,土地利用および施設の更新とそ
の直接的影響に加えて,事業主体,事業プロセスにおいて発生する諸問題およ
び都市の空間構造全体に及ぼす影響などについても検討を加える必要がある.
その上に立って地方中枢都市の機能と空間構造の両面から,地方中枢都市の特
質を論じることが望まれる.
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ⅠⅠ地方中枢都市の成長力の差
本章では,前章で紹介した地方中枢都市を巡る近年の議論を踏まえ･ 1980年
代以降における4地方中枢都市の成長力の差の検証とその直接的要因を検討す
る.
1.人jT成長と中心燈の励跡
まず1950年代以降の4地方中枢都市の成長の軌跡を人口増加率と卸売販売額
を指標にして確認しておきたい(第1表,第1図)･
第1表地方 剪?蕪s市の人口増加の推移 
都市 ?涛YD??ﾏｲ永ﾉ??増加率 
1950-60t1960-70t1970-8011980-9011990-95 
札幌 仙台 広島 福岡 ?sb?1.164.138.819.35.1 
(224) 茶3r綯茶CB?茶32?茶?絣茶R繧?
97 ?"繝#ゅ##"???R繧?
(146) 茶??茶#?R茶#b綯茶?紕茶b縒?
111 鼎ゅ##R縱#?S??"??
(183) 茶?縒茶#B?茶?綯茶r綯茶"綯?
128 鼎2?#偵?B纉?緜2纈?
(255) 茶?絣中ﾆﾂ?茶#b纈茶??茶R綯?
全国 ?"ﾃSSr?2.111.011.85.61.6 
三大都市圏 迭ﾃc#r?1.631.616.08.21.9 
東京圏 ?ﾃ#S?36.935.019.010.82.5 
地方都市 釘ﾃcS"?l.28.312.54.82.6 
地方中枢都市の括弧内の数値は30km圏の人口および増加率である. 
(国勢調査報告により作成)
1950年代後半から1973年の第一次石油危機に至る高度経済成長は急激な都
市化を伴い,全国人口が三大都市圏-急速に集中した時代であった･三大都市
圏に含まれる1都2府5県1'の人口の対全国比率は1950年27%から1975年
40%に急増した.このように全国人口が三大都市圏に著しく集中するなかにあ
っても,地方中枢都市は著しい成長を遂げて,旧六大都市の一つであった神戸
との間にあった人口規模格差を急速に縮小した2'･そして, 1970年代には･札
幌･福岡は百万都市の仲間入りを果たし,政令指定都市となった･
｢地方の時代｣と呼ばれた70年代後半には大都市圏-の人口集中は沈静化し
たが, 80年代に入ると全国人口が再び東京圏に集中する傾向をみせ, ｢東京一
極集中｣と呼ばれた.この時期においても･地方中枢都市だけは相対的に高い
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人口増加をみせ,地方ブロックにおける一極集中の様相を呈した･しかし, 1980
年代後半以降になると,広島の増加率が相対的に低位に推移するようになる･
一方,都市の広域中心性を表す卸売販売額から地方中枢都市の地位の推移を
みると(第1図), 1960年時点では地方中枢都市のなかでは札幌が唯一京都･
横浜の上位に位置していたが,他の3都市はいずれも旧六大都市の下位にあっ
た.しかも,広島･仙台の卸売販売額は北九州市の販売額よりも小さい状態に
あった3).
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第1図　卸売販売額に基づく都市序列
(出所:日野(2001))
しかし,1970年には福岡が名古屋に次いで第4位の位置を占め,広島･札幌･
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仙台も横浜･北九州の上位に立った.その後も地方中枢都市の卸売販売額の伸
びが大きく, 70年代半ばには早くも4地方中枢都市は横浜･京都･神戸を上回
って,三大都市に次ぐ位置を占めるに至った･
こうした地方中枢都市の中心性の上昇は主に支店集積によるものであった･
資料の制約から1960年代, 70年代の状況を統計によって把握できないが, 1981
年事業所統計調査報告に基づけば4), 4地方中枢都市の卸売事業所に占める東
京都･大阪府本社の支店(ここにはメーカーの支店･営業所が含まれる)の比
率はすでに札幌33%,仙台45%,広島35%,福岡42%であった･これらの支
店の大半が1950年代後半以降に進出した東京本社あるいは大阪本社の支店で
あった.しかも,地方ブロックをテリトリーとする広域的機能を担う事業所で
あった(吉田, 1972､日野, 1996).つまり,地方中枢都市は地方ブロックを管
轄する広域中心機能を有した支店の集積により,地方ブロックの中心地として
の役割を発揮するに至った.
2. 1980年代後半以降における広島の成長力の鈍化
上記した人口成長の推移において,広島の増加率が1980年代後半以降低下し
てきたと指摘したが,この点は産業別従業者の推移からも確認できる･第2表
は, 1970年代以降の事業所従業者の推移を表したものである･広島の従業者増
加率は1980年代前半までは仙台とほぼ同じ水準にあった.また, 1981-86年に
限って言えば,むしろ福岡の増加率が低かった.しかし,福岡の増加率の低下
は一過性の現象であって, 1980年代後半には回復し, 1990年代を通じて福岡の
第2表地方中枢都市における事業所従業者の変化 
都市 ?涛僖??ｼh???揄ﾁ率 
1972-81 ?塔?ッ?986-91 ?涛?澱?996-99 
札幌 都s?C??3.96.317.28.0-9.9 
仙台 鼎?ﾃsS2?4.29.619.76.7-5.3 
広島 鉄3津C??2.79.512.85.8-7.6 
福岡 都cRﾃ#S?31.23.316.68.2-2.7 
東京 澱ﾃ3?ﾃC??.24.09.31.1-10.2 
全国 鉄2ﾃ?bﾃS??7.35.510.44.6.-6.6 
注) 1999年､ 1996-99年の統計は民営事業所従業者数に基づく･
(事業所･企業調査報告により作成)
従業者増加率は4都市のなかで最も良好であった.それに対して,広島の従業
者の増加率は1980年代後半以降も4都市のなかで最も低位に推移している･
その一因は製造業の縮小に求められる.広島は,地方中枢都市のなかでは工
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業都市的性格を有し,全産業に占める製造業の比率がもともと高かった(第3
表)｡ちなみに, 1996年現在における広島の製造業従業者比率は13%であって,
他の3都市の同比率6%に比べて大きい.その上,広島に生産拠点を配置して
きた大手企業が1980年代以降国内での生産機能の分散配置と海外進出を進め
たたために,広島の製造業従業者が1980年代後半以降減少した.例えば,マツ
第3表1996年における地方中枢都市の産業構成 
産業 倅Ig緬???ﾔﾉ8vﾉY?ｦﾉ8ﾈｹ賈?ﾙ?
建設業 免ﾂ??縱偵湯?b繝偵"?
製造業 澱?b紊?緜b???#?b?
運輸.通信業 途?r繝r?r繝r?b??
卸売業 免ﾂ緜???繝?縱??ゅ?
小売業 ?R??????紊??紕?
飲食店 途紊b繝b縱ゅ#r繝b綯?
金融.保険業 ?縱2繝2繝B?R緜2??
不動産業 ?繝??繝"?"緜?R?
サービス業 ??s#?r?#ゅ?ゅS#b??
(対事業者サービス業) ????S???纉??r??
公務 ?經2經"縱"經"縱"纈?
その他 ?縱??纉??經??
(事業所･企業統計調査報告により作成)
ダは1982年に防府工場を建設し,その後も設備の増強を図る一方, 1987年に
はアメリカに生産工場を建設した.それに対応するかのよう広島の輸送用機械
集4表地方中枢競市の産業別従業者の増加率 
都市 弍ｨｭB?揄ﾁ率 
全産業 佶ｩ?ｼb?ｻ造業 ?騁??ｩ?ｼb?ｵ売業 傅ﾉHHｼb??H店 仞?｢?]ｸﾊ?b?s動産『サービス業 ?韜hｼh??H?7(5鮎b?
札幌 ?塔bﾓ澱?6.618.84.718.720.930.425.26.81.650.693.8 
1996-99 蔦偵蔦?纈ﾓ?縒ﾓゅbﾓ?絣ﾓ??ﾓ"?ﾖﾆﾂ綯ﾓr絣ﾓb?ﾓ???
仙台 ?塔bﾓ澱?7.617.4228.419.130.726.97.625.251.576.6 
1996-99 蔦R?ﾓb紕ﾓ?繝?"ﾓ偵蔦2縒ﾓ?"ﾓ?絣ﾓ?2ﾓ2?ﾓR綯?
広島 ?塔bﾓ澱?9.423.9-6.812.53.028.919.49.946.045.281.3 
1996-99 蔦r綯ﾖﾆﾂ綯ﾓ??ﾖﾆﾂ綯ﾓ???綯ﾓ2?ﾓ??ﾓ??ﾓ"繧ﾓb紕?
福岡 ?塔bﾓ澱?6.226.13.127.413.131.625.67.222.248.294.9 
1996-99 蔦"縒ﾓr苒ﾖﾆﾂ縱"繧ﾓB綯ﾓr緜2綯ﾓ"?ﾓR??3"??
(事業所･企業紡計調査報告により作成)
器具製造業の従業者は1986年19,623人から1996年17,036人に減少している.
製造業全体では同期間に4,782人減少した.
さらに, 1980年代後半における広島の運輸･通信業および卸売業従業者の増
加率の低さが注目される(第4表). 1986-96年における福岡と広島の卸売業従
業者の増加率を対照すると,次の通りである.福岡17% (増加数:ll,165人)
21
に対して,広島9% (2,986人)であった｡ここには広島の生産機能の縮小によ
る影響が考えられるが,増加率の低位は卸売業全般に及んでいることから判断
して,広島の中心性の相対的低下に関る現象と理解できる･
この点に関連して卸売業支店の集積動向を見ると, 1986-96年における4都
市の当該支店従業者の増加数は,福岡11,165人,仙台10,838人,札幌9,274
人,広島2,986人である.明かに広島の増加数が小さい･東京企業の卸売従業
者に限っても,同期間の増加数は,福岡6,192人に対して広島978人であった･
これらの数値から,広島の営業拠点としての評価が他の地方中枢都市に比べて
低くなったと推察できる.
3.札幌と福岡･仙台の成長の違い
第1表および第2表に示した人口および事業所従業者の増加率をみる限りに
ぉいては,札幌･仙台･福岡は類似した状態にある･また･ 3都市の産業構成
は,札幌の卸売業の構成比率が若干低い点を除けば,特に大きな差異はない(第
3表).
しかし,本社所在地別に事業所従業者を検討するとき,札幌と仙台･福岡の
間に大きな違いが現れてくる. 3都市の全事業所従業者に占める域外企業の比
率は札幌26%に対し,仙台･福岡はそれぞれ41%と38%とかなり高い(第5
表).つまり,仙台･福岡は｢支店経済のまち｣としての性格が強いのに対して,
札幌は｢支店経済のまち｣のイメージからすると意外に思えるほど地元企業の
比率(75%)が高い.なお,広島はその中間にある(地元企業比率68%)･
第5表地方中枢都市における地元企業と域外企業の構成(1996年) 
都市 ?8馼ｼh??ﾘｼh??n元企業従業者比率 刪謚O企業従業者比率 
計 兒?H馼ｼh?ｮ仂b?v ?ﾈｹ隶仂b?
札幌 田?ﾃ3#????74.5%39.9% ?5.5%16.2% 
仙台 鼎?ﾃ#???R?59.3%30.3% ?0.7%26.3% 
広島 鼎c"ﾃ?2??R?68.3%37.4% ?1.7%15.6% 
福岡 田?ﾃ?r????61.8%35.2% ?8.2%20.2% 
(事業所.企業統計調査報告により作成) 
しかも, 1986-96年における事業所従業者全体の増加に対する地元企業の寄
与率を算出すると,札幌75%,仙台56%,福岡60%となる(第6表)･札幌の
場合,単に地元企業の構成比率が高いだけでなく, 1980年代後半以降の従業者
の増加において,地元企業の貢献が域外企業よりもはるかに大きかった･それ
に対して,仙台の場合は,域外企業と地元企業の寄与率に大差がない･福岡の
場令も,域外企業の寄与率が40%と相対的に高い･
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第6表1986-96年における地方中枢都市の地元企業.域外企業の寄与率 
都市 ?靈8ｮ仂b?謚O企業 
計k独事業所企東複数事業所企業 佗b?結條驪ﾆ 
札幌 都R紕S3?BSCR?R?4.6%13.8% 
仙台 鉄R繧S3B?S#?３?4.2%25.9% 
広島 田r綯S32?S3B紕R?2.4%13.2% 
福岡 田?2S#R繧S3B紕R?9.7%19.0% 
(事業所･企業統計調査報告により作成)
札幌と仙台･福岡の間に認められる地元企業と域外企業の寄与率の対照性に
関連して, 3都市における1986-96年間の東京企業従業者の増加数をみると,
札幌26,252人(全従業者の増加数に対する寄与率14%),仙台32,077人(26%),
福岡33,408人(19%)である.大阪企業の従業者の増加数を比較しても,やは
り札幌2,346人,仙台2,921人,福岡9,136人であって,札幌の増加数が最も
少ない.さらに, 3都市における自地方ブロック内企業の支所従業者の増加数
を比較すると,札幌4,001人,仙台4,955人,福岡5,467人となっている.礼
幌はここでも3都市のなかで最も小さい.
従業者の増加数が企業の都市評価の動向を反映しているとするならば,中央
企業の間では札幌の評価が相対的に低下していると理解できる.したがって,
札幌の地元企業が高い寄与率を示したことについては,札幌の地元企業の成長
を意味すると同時に,域外資本の進出の鈍化による結果でもある.後者の点か
らすると,札幌の成長力は仙台･福岡に比べると低下していると推察される.
4.福岡と仙台における地元企業の動向の差
福岡と仙台は既述したように4地方中枢都市のなかでも｢支店経済のまち｣
としての性格が強い都市である.しかも, 1980年代後半以降の従業者の増加に
おいても域外企業の寄与率が相対的に高かった.しかし,両都市の地元企業の
動向に着目するとき,仙台は福岡に比べて複数の事業所を有する地元企業の成
長が弱い(第6表).
この点は1986-96年における福岡と仙台の全事業所従業者の増加における地
元の単独事業所企業と複数事業所企業の寄与率から確かめられる.まず, 1996
年における2都市の事業所を単独事業所,地元の複数事業所企業･事業所,域
外企業の支所に分けると,それぞれの構成比率は福岡27%, 35%, 38%,仙台
29%, 30%, 41%となる(第5表).地元の複数事業所企業･事業所の構成比率
は仙台の方が福岡に比べて5%ほど低い.
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次に, 1986-96年の事業所従業者の増加に対する地元企業のタイプ別の寄与
率を算出すると,福岡の場合,単独事業所26%,複数事業所企業･事業所34%
である.一方,仙台の当該比率は, 34%と22%である.このように福岡と仙台
とでは,単独事業所と複数事業所企業･事業所の比率が逆転する･複数事業所
企業は単独事業所の成長した姿であり,当該企業の構成比率および増加率が高
いと言うことは,それだけ福岡に成長力をもった地元企業が相対的に多いこと
を示唆する.
5. 4都市の基盤産業の動向
福岡の経済力の優位性は,都市の基盤産業従業者比率からも支持できる･第
7表は, 1996年における4地方中枢都市の産業中分類別従業者の立地係数を求
め7),立地係数1以上の超過部分を基盤産業従業者として集計するとともに,
その対全従業者比率を算出したものである.また,参考までに東京の数値も挙
げている.
立地係数法による基盤産業従業者の推計においては,産業分類を細分するに
っれて基盤産業従業者が増加する.それは,産業の大分類において立地係数が
1以下の産業であっても,それを細分類した業種ごとに立地係数を求めると,そ
こに立地係数1以上の業種が現れるケースが少なくないからである.そして,
その場合には基盤産業従業者がカウントされることになる.したがって,第7
表に示した基盤産業従業者はあくまでも産業中分類により算出した結果である･
産業小分類で算出すれば,結果は変化する.ここでは都市間比較に目的があり,
全体的傾向が把握しやすい産業中分類を採用した.
第7表土 ?饑ｹ(i?72?sの基盤活動従事者(1996年) 
札幌 ?Y??L島 兀?｢?結?
全基盤活動従事者 ?crﾃC??03,719 塔?SC?166,495 ?ﾃss津Ss?
対全従業者比率 ?r纈R?8.6% ?2?R?9.9% ?2繧R?
(1996年事業所･企業統計調査報告より作成)
第7表に示した通り,全従業者に占める基盤産業従業者比率は福岡20%,仙
台19%,札幌18%,広島13%であって,福岡の比率が4都市のなかで最も高
い.一方,広島の同比率が他の3都市に比べてかなり小さい･立地係数が1以
上を示す業種数は広島,福岡,札幌ともに43業種(仙台45業種)であり,そ
の点では差異はない.しかし,立地係数が1.5以上の業種になると,広島13業
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種に対して,福岡25業種,仙台20業種,札幌17業種である.しかも,広島の
場合,従業者数の多い卸売業および対事業所サービス業などにおいて,立地係
数が相対的に小さい(第8表).換言すれば,広島では,都市型産業である流通
およびサービス業において特化の程度が他の3都市に比べて小さいために,結
果として基盤産業従業者比率が小さくなっていると理解できる(第9表).それ
に対して,福岡は都市型産業により特化した都市としての姿を示している.
第8表立地係数1.5以上の業種 
都市 凛y&霰y??X決?,ﾈｼh霻?
札幌 仞?鞅ｨｼb?2絣痛Dﾘｹ?ｸｼbコ繧痛W9:韃??ﾘｼb隰yyﾘｼb??痛6Hｴ9,ｩ?ｼb?
(17業種) ??痛_ｩ?ｼb?纈鎚ﾙ?hﾏik??ｒﾉ?ｾ?b?ｨ?ｼi9儖???ﾙw?b?繧鎚+ｸ,ﾂ?
他の事業サービス業(1.7),道路旅客運送業(1.7),農林水産金融業(1.6),広告 
莱(1.6),補助的金融業.金融附帯業(1.6),その他の飲食店(1.6),その他の卸 
売業(1.6),機械器具卸売業.(1.6),政治.経済.文化団体(1.5),飲食料品卸売 
莱(1.5) 
仙台 ?ﾙWｸｭhﾅxｾ?ｨｼb?綯痛6Hｴ9,ｩ?ｼb?絣痛_ｩ?ｼb?紕鎚ｴ?(ｮﾘｾ?YHHｼb?紕陳?
(20業種) ?ﾘｾ?b?ｨ?ｼi9儖???ﾙw?b??鎚ﾙ?hﾏik?"?痛59;仂b??鎚+ｸ,ﾉ?,ﾂ?
卸売業(1.9),倉庫業(1.8),建築材料.鉱物.金属材料等卸売業(1.8),電気業( 
1.7),物品賃貸業(1.7),飲食料品卸売業(1.6),農林水産金融業(1.5),ガス業 
(1.5),情報サービス.調査業(1.5),機械.家具等修理業(1.5),補助的金融業. 
金融附帯業(1.5),道路旅客運送業(1.5),政治.経済.文化団体(1.5) 
広島 竸(?4仞?ｨｼb霎?ｩXﾙ?ｼb??痛6Hｴ9,ｩ?ｼb?纈痛Y?ﾙ??ｼb?絣痛E??R?
(13業種) 伜仞?ｨｼb??痛_ｩ?ｼb??鎚4ｸ5鮎b?纈痛?Wｸｭhﾅxｾ?ｨｼb?繧痛59;仂b?繧?
),機械器具卸売業(1.7),水運業(1.7),その他の卸売業(1.6),貸金業.投資業 
等非預金信用業(1.6),輸送用機械器具製造業(1.5) 
福岡 僖ﾘｹ?ｸｼbビ絣鎚ﾗ?8暮t?b?紕痛?Wｸｭhﾅxｾ?ｨｼb??痛^(?4仞?ｨｼb霎?｢?
(24業種) 儿ﾙ?ｼb?綯痛?ｾ?b?ｨ?ｼi9儖???ﾙw?b?絣痛?佐闕???YHHｼb?紕陳?
電気通信業(2.3),機械器具卸売業(2.3),その他の卸売業(2.1),ガス業(1.9), 
情報サービス業.調査業(1.9),放送業(1.9),その他の事業サービス業(1.8), 
広告業(1.8),倉庫業(1.7),鉄道業(1.6),電気業(1.6),建築材料.鉱物.金属 
材料等卸売業(1.6),不動産取引業(1.6),運輸に附帯するサービス業(1.6),檎 
械.家具等修理業(1.5),飲食料品卸売業(1.5),その他の飲食店(1.5),道路旅 
客運送業(1.5) 
(1996年事業所･企業統計調査報告より作成
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第9表主要基盤活動業種 
都市 偃Ywhｮ餉Xｨ?霈h霻?
札幌 ?ｸ,ﾉ?,ﾈ馼ｼh5H?7(5鮎b?rﾃS?鎚+ｸ,ﾉ?,ﾈ徐?5ｃ?ﾃ3#ｒﾈ?|8ｼb?"ﾃ?b陳?
機械器具卸売業(ll,130),不動産賃貸業(10,925),その他の卸売業(10,021), 
専門サービス業(8,860),飲食料品卸売業(7,091),総合工事業(7,091),道路 
旅客運送業(6,428) 
仙台 亢?(ｮﾘｾ?YHHｼb?bﾃ##?ﾈ+ｸ,ﾉ?,ﾈ婪HHｼbヲﾃs3b鎚ﾉｩ'ｨﾝ驅?ﾗｩZりｾ?鞏驅?
等卸売業(6,894),専門サービス業(6,196),その他の事業サービス業(17,582) 
飲食食料品卸売業(5,584),設備工事業(5,387),国家公務(4,8000),その他の 
飲食店(3,843),電気通信業(3,010) 
広島 亢?(ｮﾘｾ?YHHｼbヲﾃcc?ﾈ+ｸ,ﾉ?,ﾈ婪HHｼbビﾃ3コ鎚+ｸ,ﾉ?,ﾈ馼ｼh5H?7(5鮎b?
(7,314),専門サービス業(7,074),輸送用機械器具製造業(5,708),電気通信業 
(4,210),飲食料品卸売業(4,030),設備工事業(3,793),建築材料.鉱物.金属 
材料卸売業(3,095),道路旅客運送業(2,552) 
福岡 亢?(ｮﾘｾ?YHHｼb?"ﾃ3途鎚+ｸ,ﾉ?,ﾈ婪HHｼb?rﾃイ?ﾈ+ｸ,ﾉ?,ﾈ馼ｼh5H?7(5?
莱(17,331),専門サービス業(10,266),その他の飲食店(9,050),繊維.衣服等 
卸売業(8,441),建築材料.鉱物.金属材料等卸売業(8,231),情報サービス. 
調査業(7,703),飲食料品卸売業(6,922),一般飲食店(4,471) 
(1996年事業所･企業統計調査報告より作成
6.　まとめ
以上, 1980年代後半以降の4地方中枢都市の成長を主に従業者数の動向に焦
点を当てて検討してきた.その結果,広島の成長力が相対的に低下してきたこ
と,およびそこに広島の中心性の相対的低下が読み取れた.札幌は地元企業の
成長により,相対的に高い人口･従業者の増加率を維持しているが,東京企業
などの支店従業者の増加率は福岡･仙台に比べてかなり低く,中央企業の間で
事業活動の拠点としての評価が低下していることを窺わさせた.一方,福岡･
仙台は域外企業およ.び地元企業とも相対的に高い増加率を示し,依然として成
長力の高い都市と評価できる.しかし,仙台は福岡に比べると,地元の複数事
業所企業の成長が相対的に弱く,都市成長を域外企業に依存する度合いが依然
として高い.
上記した諸点は冒頭で紹介した九州経済調査協会などによって指摘された4
地方中枢都市のなかでの福岡の相対的地位の上昇を支持する.
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注
1)東京都,神奈川県,埼玉県,千葉県,愛知県,大阪府,京都府,兵庫県.
2) 1950年の神戸,福岡,札幌の人口は82万人, 49万人, 39万人であったが,
1970年には129万人, 87万人, 101万人となった.
3)北九州市は1963年に小倉･門司･八幡･若松･戸畑の5市が合併して誕生
した, 1960年の販売額は旧5市の合計である.
4) 1981年事業所統計調査報告から,県庁所在都市と人口30万人以上の都市
に限って,産業中分類に基づいて事業所を単独事業所,本所,支所に区分
して事業所数と従業者数を集計した統計が用意されている.しかも,支所
については,本社所在地別統計も得られる.ただし,この統計は調査報告
書に掲載されていない.そのため利用に当たっては,総務省統計局にて閲
覧･複写する必要がある.
5)都市の産業別立地係数は,都市の産業構成比率と全国の同比率との比から
求めた.すなわち, Li- (Ci/Ct) / (Ei/Et). Li:産業iの立地係数, ci:
都市のi産業従業者, ct:都市の全産業従業者, Ei:全国のi産業従業者,
Et :全国の全産業従業者.
6)当該産業の支所の60%以上は事務所･営業所の形態にある(日野, 1996).
北川建次(1962)
242-262.
九州経済調査協会
野間重光(2000)
日野正輝(1996)
日野正輝(2001)
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ⅠⅠⅠ地方中枢都市における支店の集積動向の比較
前章で地方中枢都市においても,支店集積の勢いが1990年代に入って鈍化
し,都市経済に占める支店の比重が低下傾向にあることを指摘した･しかし,
地方中枢都市はこれまで｢支店経済のまち｣と形容され,支店集積が当該都市
の広域中心性の形成に大きな役割を果たしてきたことから,ここで,支店の集
積動向に焦点を当てて4地方中枢都市を比較する.
1.資料
わが国の産業統計には,残念ながら都市を集計単位にした支店に関する統計
はない.しかし, 1981年以降の『事業所･企業統計調査報告』には,県庁所在
都市および人口30万人以上の都市に限られるが,都市別に産業中分類による
本所･支所別事業所数･従業者数を集計した統計が用意されている.支所に関
しては本社所在地別統計が掲載されている1).
筆者(1995)は,かつて1991年の当該資料を利用して,主要都市の支店従
業者数を推計し,都市の経済基盤としての支店の重要性を評価したことがあっ
た.その際,支店の特定に当たって,まず①本社が他市町村に立地する企業の
支所とし,次いで② ｢事務所あるいは営業所に分類される支所が支所全体の
60%以上を占める産業｣の支所をもって支店と位置づけた.その結果, 1991年
統計の産業中分類において, 33業種の支所が支店に位置づけられた･このうち,
建設業,卸売業,金融･保険業,不動産業に含まれる中分類の全業種の支所,
および運輸･通信業のうち鉄道業を除く業種の支所が支店に該当した･サービ
ス業では,対事業所サービス業の4業種と放送業,保健衛生,廃棄物処理業な
どの支所,そのほかに自動車･自転車小売業,電気業,ガス業,林業,漁業な
どの支所が支店に分類された.
ここではさらに集計の簡便化と時系列比較において産業分類の変更の影響を
除去することを狙いとして,産業大分類の分類項目である建設業,卸売業,金
融･保険業,運輸･通信業の全支所および対事業所サービス業の支所をもって
支店と位置づけることにした.この措置によって上記した33業種のうち8業
種の支所が集計の対象外となったが,それらはいずれも従業者数の少ない業種
であり,全支店従業者に大きな影響を及ぼすことはなかった2).他方,運輸･
通信業の鉄道業の支所が新に支店として集計されることになったが,地方中枢
都市に配置された鉄道会社の支所には地方ブロック管轄の支社が含まれており
支店に位置づけて集計するべき事業所であると言ってよい･
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2.支店集積量の比較
4地方中枢都市は等しく｢支店経済のまち｣と形容されてきたが,上記した
方法で各都市の支店従業者を集計すると,そこに大きな差が見出される.福岡
の支店従業者数が最も大きく, 1996年現在177,540人である(第10表).吹
いで, 5万人余りの差をおいて,仙台125,307人,札幌122,575人が続き,さ
らに2.5万人余りの差をおいて,広島96,777人となっている.福岡と広島の間
には実に2倍近い開きがある.また,都市の全従業者に占める支店従業者比率
も,仙台31%,福岡29%,広島21%,札幌18%と4都市間に大きな違いが存
在する.したがって,地方中枢都市をこれまで等しく｢支店経済のまち｣と形
容してきたが,福岡,仙台と他の2都市との間に差異があることを認識する必
要がある.
第10表地方中枢都市における支店従業者数(1996年) 
都市 ?8迚5員ﾘｼh???ﾎ全従業者比率 ?餾?ｩNIzb?
札幌 ?#"ﾃSsR?8.0% 田偵??
仙台 ?#Rﾃ3??0.7% 都?bR?
広島 涛bﾃssr?0.9% 鉄B絣R?
福岡 ?srﾃSC?29.0% ???R?
(1996年事業所･企業統計調査報告より作成)
第11表地方中枢都市における支店の業種構成(1996年) 
都市 ?8迚5?建設業 ?騁?,ｩ??ｵ売業 仞?｢?]ｸﾊ?b?s動産業 ?韜hｼh??H?7(5鮎b?
札幌 ???R?5.3%1 ?"?R?9.8% ?R?R?.0% ?R縒R?
仙台 ???R?8.2% ?B纈R?0.4% 湯綯R?.4% ?R紕R?
広島 ???R?9.1% ?b絣R?6.4% ?2?R?.3% ?2綯R?
福岡 ???R?4.5% ?"綯R?3.5% 免ﾂ縒R?.7% ?b?R?
(1996年事業所･企業統計調査報告より作成)
上記した支店従業者数の差異について,さらに業種別にみると,広島の支店
従業者数は卸売業,不動産業,対事業所サービス業において相対的に小さいこ
とが見て取れる(第11表).広島は全支店従業者数においては福岡の55%の水
準にあるが,上記の3業種の支店従業者数では46%以下となる.その理由につ
いては,卸売業に関しては商圏の規模の違いと上位都市との位置関係が影響し
ていると推察される. 4都市の卸売業支店の大半(その多くがメーカーの支店)
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は従来の研究･調査報告から判断して地方ブロックをテリトリーにした支店と
みてよいが,広島の場合は,中国5県の市場規模が相対的に小さい上に,大阪･
福岡に挟まれた位置にある.そのため,中国地方の場合,ブロック全域あるい
は一部地域が大阪支店のテリトリーに含まれるケースが少なくないと考えられ
る.森川(1996)のアンケート調査結果によれば,広島の卸売業支店のうち中
国地方全域をテリトリーとする支店は全体の5割程度である. 4割近くが鳥取
県と岡山県をテリトリーに含んでいない.仙台の場合は,卸売業支店の8割強
が東北地方全域をテリトリーに含む(HINO,1994).また,札幌では,道外企
業の支店のほぼ9割が北海道全域をテリトリーにしている(札幌商工会議所,
1998).こうしたことが,広島の卸売業支店の集積量を他の地方中枢都市に比
べて小さくしていると理解できる.
しかも,支店全体に占める卸売業支店の比率がいずれの都市の場合も4割前
後を占める(第11表).そのため,卸売業支店の集積量が小さいことが,支店
全体の集積量に大きく影響して,第10表にみたように広島の支店集積量全体
を小さくしている.
一方,卸売業支店に次いで従業者数が多く,しかも　80年代以降急増した対
事業所サービスの支店においても,広島の集積規模が小さい.対事業所サービ
ス業のなかでも情報サービス･調査業の支店の集積量がとりわけ小さい.情報
サービス･調査業の従業者数は福岡を100とすると,広島は37に留まる2).
この場合も卸売業支店について推察したと同様の理由が考えられるが,加えて
情報サービス･調査業の場合には,労働力の確保のなどの要因が立地因子に加
わる(加藤, 1993).
上記した広島のほかに,札幌の支店従業者が相対的に小さいことが注目され
る.札幌は都市圏人口では福岡と同規模にあるが(第1表),支店従業者数は
福岡の7割程度に留まる.また,仙台との対比で言えば,都市圏人口では札幌
は仙台の1.5倍の規模にあるが,支店従業者数はほぼ同数である.札幌の支店
従業者が相対的に少ない基本的な理由は多くの産業にとって北海道の需要規模
が小さいことに求められる.福岡と札幌は東京からともに遠隔にあり,加えて
都市圏規模が類似している.それにもかかわらず支店集積量に大きな差が存在
することは,地方中枢都市に集約される地方ブロックの需要規模に大きな差が
存在するからである.北海道と九州　7県の人口数を比べても, 1,469万人と
569万人と大きな開きがある.そのほかに,東京からの遠隔性が札幌の支店集
積に正負の影響を及ぼしている.全国を販売地域とする大企業の場合には,東
京から遠隔であることが支店配置を促す方向に作用するが,中小企業の支店配
置の場合には,販売地域の拡大につれて支店を配置するケースが多く,全体的
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には支店の分布が本社からの距離逓減の傾向を示す.例えば,仙台の東京企業
の支店従業者数が札幌のそれに比べて大きい.仙台84,615人に対して,札幌
79,287人である.これは全国を販売地域とする大企業の支店集積量の差による
と言うよりも,主に仙台までは進出するが,札幌は遠隔地であるため進出しな
い東京企業が多く存在するためとみてよい.
次に, 4地方中枢都市の支店の本社所在地構成について比較すると(第12
第12表地方中枢都市の支店の本社所在地構成(1996年) 
全支店 ?ﾈｹ?2?蜊纒{ 侈y>?仂b?n方ブロック ?ﾉ&闔b?
札幌 ???R?4.7%11.8%10.3%13.2% 
仙台 ???R?7.5%10.3%2.3%4.6%15.3% 
広島 ???R?6.0%22.0%4.6%4.1%13.3% 
福岡 ???R?7.3%19.0%4.0%5.5%14.2% 
(1996年事業所･企業統計調査報告より作成)
秦),全体的によく似た構成を示す.東京本社の支店従業者の比率が札幌･仙台
で65-68%,広島･福岡で56-57%となっている.逆に,大阪本社の同比率
は広島･福岡で20%前後,札幌･仙台で10%強である.したがって,東京本
社と大阪本社を合わせた支店従業者比率は4都市ともに76-78%に達する.
一方,県内および地方ブロック内企業の支店従業者比率はいずれの都市の場令
も10%程度と低く,そこに大きな差は認められない.ただ,仙台の県内企業の
支店従業者比率が2%と他都市の場合に比べても低く,宮城県には仙台を除く
と支店を積極的に配置する地元企業が少ないことが読み取れる.
3.支店従業者の動向
次に, 4都市における1980年代以降の支店従業者の推移を比較すると(第
13表,第2図),バブル経済期に当たる1986-91年に福岡･仙台と札幌･広島
の間で支店従業者の増加率に大きな差があったことがわかる.同時期の支店従
業者の増加率は,仙台32%,福岡29%,広島21%,札幌19%であった.それ
に先行する1980年代前半期および後続の1990年代前半期には,札幌･広島の
増加率の方がむしろ高かった.
こうした支店従業者の増加率における都市間および時期間の変動は,先に紹
介した支店の本社所在地構成から推察されるように,主に東京企業の支店集積
の動向によるところが大きい.すなわち,東京企業の支店集積が大きく増大し
た時期あるいは都市では,支店従業者の増加率が相対的に高くなり,逆に,東
京企業の支店従業者の伸びが鈍化すると,支店従業者全体の伸びも同様に低下
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第13表地方中枢都市における支店従業者の推移 
都市 ?塔??1986年 ?涛??1996年 
札幌 塔?#C?Rﾃc??2ﾃs??"ﾃSsR?
仙台 都づC??ﾃcCs?津c??Rﾃ3??
広島 田BﾃC?sRﾃcゴ?ﾃ#3s澱ﾃssr?
福岡 ?#"ﾃ#s?32ﾃS??"ﾃ?3?rﾃSC?
(事業所･企業統計調査報告より作成)
第14表 ?ﾈｹ馮ｸ?,ﾈ迚5員ﾘｼh?,ﾉ??zb?
都市 ?塔?ナD?1986-91年 ?涛?妬D?
札幌 湯?S?縒Sb?R?
仙台 ?b綯S3R?S?坦?
広島 ?B繧S?絣SゅbR?
福岡 ?"纈S3?坦ﾓ?RR?
(事業所･企業統計調査報告より作成)
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する.例えば, 1986-91年における仙台,福岡の支店従業者の増加率が相対的
に高かったが,その増加の63%が東京企業の支店従業者の増加によるものであ
った.また, 1991･96年における福岡の支店従業者の増加率が4都市のなかで
最も低くなったが,この時期の福岡における東京企業の支店従業者の増加率は
-05%を記録した.
第15表地方中枢都市における業種別支店従業者の増加率 
業種 倅Ig?剞蜻?
1981-86 ?塔bﾓ??991-96 ?塔?ッ?986-91 ?涛?澱?
全支店 澱綯S#?RSr繧R?15.6%31.9%4.8% 
建設業 蔦?縒S?紕SゅBR?-6.0%21.9%-3.0% 
運輸.通信 鉄b縒S?紕S??R?93.3%54.3%13.1% 
卸売業 蔦B?S?纈Sb絣R?10.1%22.0%4.3% 
金融.保険業 ??坦ﾓ??ﾓ?坦?7.3%16.8%-7.4% 
不動産業 蔦??Ss??Rﾓ??R?6.8%108.7%-18.2% 
対事業所サービス業 ?r?Sコ縒S?纈R?78.5%82.4%22.2% 
業種 儘ﾉ8r?福岡 
1981-86 ?塔bﾓ??991-96 ?塔?ッ?986-91 ?涛?澱?
全支店 ?r纈S#??b?R?9.2%29.4%2.7% 
建設業 ?紕S?紕S?絣R?-10.5%9.4%24.4% 
運輸.通信 塔b纈S?縒S#偵??31.2%41.2%-4.2% 
卸売業 途?S??Rﾓ"綯R?8.6%22.0%-4.1% 
金融.保険業 ?r繧S?繧Rﾓb?R?3.0%29.1%-13.1% 
不動産業 塔R?S?r絣Rﾓr絣R?-17.6%85.7%10.7% 
対事業所サービス業 鉄ゅ"Sコ纈S?繧R?51.0%78.8%31.4% 
( 1996年事業所･企業統計調査報告より作成)
一方,業種別に支店従業者の増加率についてみると,対事業者サービス業の
伸びは　4都市の場合とも全期間を通じて高い.福岡では,上記したように
1991-96年に支店従業者の増加率が大きく低下したが,対事業所サービス業に
限って言えば,その増加率は31%であって,他都市に比べて高率であった.ま
た,その増加の半数近くが東京企業の支店従業者の増加によるものであった.
したがって,今後も集積が期待される支店は当該産業の支店と考えられる.そ
れに対して,従来支店の業種構成において大きな比率を占めていた卸売業,金
融･保険業,運輸･通信業の場合は,従業者がバブル経済期に大きく膨張した
後,縮小している.例えば,福岡の上記3業種の1986-91年と1991･96年に
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おける増加率を列記すると,卸売業22%, ･4%,金融･保険業29%, ･13%,
運輸･通信業41%, -4%である.東京企業の支店に限ると, 1991-96年の減少
率はそれぞれ-13%, ･65%, -32%と大きい･
仙台の場合は, 1991･96年に絶対的減少を示す業種は金融･保険業と建設業
のみである.卸売業,運輸･通信業の増加率は1986･91年に比べると大幅に低
下したものの,減少には至っていない.一方,広島,札幌の場合は,バブル経
済期における上記3業種の支店従業者数の増加が相対的に小さかった分,
1991_96年における縮小･停滞は福岡に比べて軽微であった･例えば,上記3
業種における広島の支店従業者の増加率を同様に列記すると,卸売業12%, -
3%,金融･保険業16%, -6%,運輸･通信業14%, 29%であった･
先に確認した支店従業者の本社所在地構成において,県内および地方ブロッ
ク内企業の支店従業者は全支店の10%程度を占めるに過ぎなかったが, 1991･
96年の支店従業者の動向では東京企業の支店従業者の減少を相殺する働きを
した.福岡では東京企業の支店従業者は531人減少したが,県内および九州他
県に本社を置く企業の支店従業者は2,817人増加した.同様の動きは仙台にお
いても認められる. 1991-96年における仙台の東京企業の支店従業者は
738人の増加に留まったが,県内および地方ブロック内企業の支店従業者は
1,401人増加した.
4.まとめ
従来,地方中枢都市を指して｢支店経済のまち｣と呼ぶとき,そこには全国
市場を対象にした大企業の販売活動の拠点としての意味合いが強かった･事実･
支店従業者の7割余りが東京および大阪企業の支店従業者からなっていた･し
かし,大企業の販売拠点としての支店の拡充が期待薄となった1990年代の状
況下で,地域企業の支店従業者の増加が統計の上においても明瞭に確認される
に至った点は注目される.加えて,地域企業の支店従業者の増加にも, 4都市
間に差異がある.福岡,仙台の増加率が広島,札幌に比べて相対的に高い･県
内を含めた地方ブロック内企業の支店従業者の1991･96年における増加率を列
記すると,福岡20%,仙台19%,広島･3%,札幌7%である･したがって,第
Ⅰ章でも指摘したことであるが,地方中枢都市に関する研究課題の一つとして･
地域企業からみた地方中枢都市の評価の差異に関する検討が必要とされる･
なお,今後の研究課題について言えば,ここでは資料の関係で1996年以降
の動向は検討できなかったが, 1999年の事業所･企業統計調査にある民営事業
所の業種別従業者の統計からすると(第2表),支店従業者も減少していると
予想される.そして,そこに支店のテリトリーの再編の動きがあると推察され
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る.この点の検証も地方中枢都市の動向に関係した今後の検討課題である.
注
1)この統計は『事業所･企業統計調査報告』に掲載されていないが,総務省
統計局･統計図書館にて閲覧･複写可能である.
2) 1996年の4地方中枢都市の情報サービス･調査業の支店従業者数は次の通
りである.福岡7,382人(100),札幌4,376人(59),仙台4,314人(58),
広島2,720人(37).
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ⅠⅤ　地方中枢都市における情報サービス業の比較
筆者は,かつて日本の主要都市について1950年代から80年代にかけての成
長の動向を検討したなかで,1980年代に入ると三大都市に続いて地方中枢都市
においてもサービス業が商業に代わって就業者の増加に最も大きく寄与する産
業になったことを指摘した(日野, 1996).しかも,サービス業のなかでも対
事業所サービス業の成長が1980年代以降の地方中枢都市の成長に大きく寄与
したことを示した.その点については第2章においてすでに言及したが,ここ
では対事業所サービス業のなかでも1970年代以降急成長を遂げた情報サービ
ス業を対象にして,産業統計に基づく都市間比較を試みる.
1.都市成長の牽引役としての対事業所サービス業の成長
第16表地方中枢 劔都市の非農林業従業者の増加の推移 
都市 弍ｨｭB?S従業者 の増加数 ?ﾘ?zb?R?主要産業の寄与率(%) 
製造業商業サービス建設業運輸.通金融.保 
業信業険業 
札幌 ?鉄?c?96,035 塔r??l.434.822.915.28.05.6 
1960-70 ?3Rﾃ?2?4.9 免ﾂ?32經#"紊?緜偵?綯?
1970-80 ?s"ﾃ3??5.7 蔦??R繝3??b繝b緜??
1980⊥90 ?SbﾃsSR?3.9 ??#?鉄?sr繝B?R??
1990-95 田?Cc"?.6 蔦R經#2經Sb???B緜?R?
仙台 ?鉄?c?49,755 鼎R繧?0.448.128.110.09.97.6 
1960-70 ??ﾃ鼎"?4.9 ?2?3R纉#"??縱偵#B紕?
1970-80 塔づs??0.9 蔦?c3ゅC#b繝?緜b?2縒?
1980-90 塔rﾃ??21.7 迭經#ゅcCr?2緜2經B絣?
1990-95 鉄Bﾃ#3R?l.1 蔦??3R紊S?S?紊r緜?2?
広島 ?鉄?c?87,231 塔R??8.029.718.910.06.84.7 
1960-70 ??ﾃCッ?3.1 免ﾂ?3ゅc#???3偵#b??
1970-80 田 ﾃc??6.2 蔦#"緜Cr?C??b?2縱"繧?
1980-90 塔2ﾃ?"?7.4 ???r紊C偵ヲ紊?SB紕?
1990-95 ?Rﾃss?6.0 蔦C"縱Cr?SR?#b?B??r?
福岡 ?鉄?c?105,387 都??12.838.925.211.48.86.4 
1960-70 ?sbﾃイ2?1.3 ?2?3b繝#?#?縱?繝R綯?
1970-80 ?#bﾃャ2?7.0 蔦b繝C2繝#偵S?纉R?"??
1980-90 ?#RﾃC#b?1.0 途??紊Cb繝R?R經b縒?
1990-95 田"纉ビ?.7 蔦#b縱C??偵?2縱r縱?B?
注1) 1950-60年は常住地就業者の数値.他の期間は従業地就業者の数値.
注2)期首年次の数値は期末年次の行政域に調整した.
(国勢調査報告により作成)
第16表は国勢調査報告に基づいて地方中枢都市における従業者の増加傾向
を示したものである.ここでも広島の増加率が1970年代以降相対的に低くか
ったことが確認できる.一方, 4都市に共通する現象として, 1970年代までは
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従業者の増加に対して商業(卸売業,小売業,飲食店)の寄与率が最も大きか
ったが,1980年代以降は商業に代わってサービス業の寄与率が最も大きくなっ
ていることが見て取れる.しかも, 1970年代までの商業従業者の増加には小売
業とともに卸売業従業者の増加が大きかった(日野, 1996)･この事実に第ⅠⅠ
章で説明した産業基盤説の考え方および産業別立地係数の結果を加味して判断
すると,1970年代までは主として支店の集積に基づいた卸売業の拡大が都市の
成長に貢献するところが大きかったと理解できる･
第17表対事業所サービスの成長 
都市 弍ｨｭB?S産業 ?85H?7(5鮎b?ﾎ事業所サービス業 
増加率 ?ﾘ?zfﾈｯ?騷b?揄ﾁ率l寄与率 
札幌 ?塔?ッ?.3 ???2綯?3.930.4 1986-91 ?r??0.746.1 田?S#B繧?
1991-96 唐??5.255.1 免ﾂ?#R??
1996-99 蔦偵?-6.3-18.9 蔦??ﾖﾆﾂ繧?
仙台 ?塔?ッ?.6 ?b繝Sゅ"?8.433.3 1986-91 ?偵r?9.736.9 鼎偵S???
1991-96 ?絣?.166.7 ?ゅ?R縒?
1996-99 蔦R??3.0-15.4 蔦R綯ﾓ??
広島 ?塔?ッ?.5 ?2?Cゅb?2.822.9 1986-91 ?"繧?6.746.8 鉄b縱#偵B?
1991-96 ???.363.6 ?R縱#B纈?
1996-99 蔦r綯?2.8-9.5 蔦b紕ﾓ偵?
福岡 ?塔?ッ?.3 ?r????37.965.8 1986-91 b綯 5.938.3 鉄ゅC#r??
1991-96 途縒?7.357.0 ?2?#偵2?
1996-99 蔦"縒?.313.6 ??偵?
注1)ここに言う対事業所サービス業とは,情報サービス.調査業,その他の事業サー 
ビス業,専門サービス業,物品賃貸業の4業種からなる･
注2) 1996-99年の統計は民営事業所だけを対象にしたものである･
注3)寄与率とは,全産業従業者の増加数に占める当該産業の比率である･
(事業所･企業統計調査報告より作成)
1980年代以降におけるサービス業の寄与率の増大に対事業所サービス業の
成長が大きく寄与したと指摘したが,次にこの点を事業所･企業統計調査報告
から確認する.ここで事業所･企業統計調査報告を利用する理由は,国勢調査
報告書には都市単位による従業地ベースの産業別就業者の統計は産業大分類に
ょってしか公表されていない.そのため,従業地ベースによる産業中分類のデ
ータは事業所･企業統計調査報告に頼らざるを得ないからである･
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第17表は1980年代以降の各都市における対事業所サービス業(情報サービ
ス･調査業,その他の事業サービス業,専門サービス業,物品賃貸業の4業種)
の拡大を都市成長に関連づけて表したものである. 1980年代,とりわけバブル
経済期であった80年代後半期の当該産業の成長が4都市の場合とも著しかっ
たことがわかる.当該産業従業者の増加率は全産業従業者の増加率をはるかに
越える値を示している.また,サービス業全体と対比しても,対事業所サービ
ス業の従業者の伸びがはるかに大きかった.その結果,ここでは対事業所サー
ビス業として4業種しか取上げなかったが,それにもかかわらず当該4業種の
全産業従業者の増加に対する寄与率は都市間により差異があるものの, 80年代
後半の仙台の場合を除いて20%を超えていた.
1990年代には日本経済は長期の景気低迷期に入り, 4都市の従業者の伸びが
大きく低下する.この傾向は対事業所サービス業の場合も同様であった.しか
し, 90年代前半期までは,当該産業の増加率は全産業に比べて高く,したがっ
て寄与率は80年代の値と変わらなかった.しかし, 90年代後半になると,全
産業のみならず,対事業所サービス業も従業者の減少を経験する. 4都市のな
かでは福岡の当該産業だけが辛うじて減少を免れた.こうした状況下では,対
事業所サービス業といえども大きな成長は期待できないが,当該産業の立地は
大都市指向が強く,加えて都市経済のサービス経済化の動きはさらに進むと考
えられることからすると,今後も対事業所サービス業は都市の経済基盤として
の重要性を高めると予想される.
2.情報サービス業の特性と動向
対事業所サービス業のなかでも1980年代以降最も成長した産業が情報サー
ビス産業である.因みに, 1981-96年における全国の事業所従業者について,
全産業,対事業所サービス業,情報サービス業それぞれの増加率を示すと, 22%,
133%, 300%である.情報サービス産業はソフトウェア業と情報処理･提供サ
ービス業に細分されるが, 1996年事業所･企業統計調査報告による全国の従業
者ベースでは前者が全体の63%を占める.しかも,ソフトウェア業は移出産業
としての性格が強く,加えて成長産業としての発展が見込まれる.この点が,
現時点において産業としての規模が従来の都市基盤産業として機能してきた卸
売業などの他産業に比べて小さくても,注目される理由である.
当該産業の全国的分布は東京圏-の著しい集中によって特徴づけられる(中
島, 1989;今野･佐藤, 1990;加藤, 1993). 1996年現在の東京都,神奈川
県の全国比率は41%と11%であり,この2都県だけで全国の過半を占める.
大阪府の全国シェアは11%に留まる.こうした当該産業の東京圏,とりわけ東
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京-の集中要因に関しては,第-に需要の東京集中が指摘されている･ 1985
年の地方単位による情報サービス需要の分布では,全国の総需要の45%が関東
地方で発生している(加藤, 1993).その大半は情報サービス産業にとっての
大口需要先である大手企業および中央官庁などが集中立地する東京都区部から
の需要とみてよい.第二に,供給者である情報サービス企業の立地特性が挙げ
られる.情報サービス業の主流をなすソフトウェア開発には需要者と供給者の
間に頻繁な対面接触を必要とすること,および開発工程は垂直的および水平的
にも分割可能であるため,外部依存の度合いが高く,集積を生みやすい･加え
て,日本のソフトウェア産業の成長を主導したのがもともと京浜地域に集中し
ていたコンピューター･メーカーおよび大手ユーザー(銀行,商社,メーカー,
保険会社)系列のソフトウェア企業であったことである.
しかし,情報サービス産業は労働集約的産業としての側面を併せ持つ･した
がって,集中･集積と同時に労働力を求めて分散する傾向をもつ.後者の動き
が1980年代以降に顕在化した.東京都の全国比率は1975年56%と高率であ
ったが,上記したように1996年には41%にまで減少した.この東京都の比率
の低下は東京圏内での分散と名古屋および地方中枢都市などにおける当該産業
の成長による.因みに, 1975年と96年における北海道,宮城県,愛知県,広
島県,福岡県における情報サービス業の対全国比率を列記すると,北海道1･8%,
2.6%,宮城県1.5%, 1.3%,愛知県3.5%, 4.7%,広島県1.0%, 1･5%,宿
岡県2.3%, 3.2%であった.
3.地方中枢都市における情報サービス産業の特徴
模本(1986)は早くから社会の情報化の進展につれて情報サービス産業は将
来一層拡大し,地方中枢都市においても今後当該産業が成長するとみていた･
棟本の予想通り, 1980年代以降地方中枢都市においても情報サービス産業は大
きく成長した.
地方中枢都市におけるソフトウェア業の特徴は,一つには大手コンピュータ
ーメーカーが組織する全国規模のソフトウェアの生産体系からある程度窺うこ
とが可能である.北川(1996)は,大手コンピューター･メーカー5社が全国
に子会社として配置しているソフトウェアハウスの分布を検討したなかで,当
該事業所の三大都市圏-の集中が著しいことに加えて,地方にあっては地方中
枢都市に大手メーカー各社のソフトウェアハウスが立地していることを明かに
した.また,大手コンピューター･メーカーのソフトウェアハウスはソフトウ
ェァ生産の受注をメーカーの営業部門を通じて得ることから,その立地はメー
カーの営業拠点の配置パターンに従う側面がある.さらに,地方中枢都市にお
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けるソフトウェアハウスの従業者の多くが自県内の大卒者からなり,労働力供
給の点でも地方中枢都市がソフトウェアハウスの立地にとって有利な条件を備
えている.そして,これらの条件が三大都市圏に続いて地方中枢都市にソフト
ウェアハウスの集積をもたらす要因になっていると理解される･
一方,加藤(1993)は,仙台におけるソフトウェア産業の生産関係からみた
特質を検討している.仙台のソフトウェア事業所は,資本の性格から,進出系
と地場系に分けられる.さらに,事業所のタイプから,本社,単独事業所,支
社･支店,子会社,関連会社に分類される.アンケート調査結果に基づく指摘
であるが,仙台では進出系の支社･支店,子会社,関連会社などの事業所が半
数を占め,地場系の本社･単独事業所の数は相対的に少ない･つまり,仙台で
は当該産業においても支店経済的特徴を示す.また,地場系の本社･単独事業
所の多くが小規模な事業所であって,同業者からの受注に依存するところが大
きい.その受注先はコンピューター･メーカー系であったり,地場の主要業者
である.したがって,地場の中小企業の多くは受発注関係からするとソフトウ
ェァ開発における下流工程を主に担う下請け業者に位置づけられる･さらに,
地場系企業の事業所で売上高が相対的に大きい事業所の場合も,依然としてソ
フトウェア開発のほかに受託計算の売上比率が高く,売上高の大きさは必ずし
も技術力の高さを示すわけではない.他方,進出系事業所は仙台市場の拡大に
ょるよりも,80年代に入って東京圏のソフトウェア産業の人手不足を背景とし
て配置された側面を持つ.そのため,受注先の多くは東京圏にある･そして,
この種の事業所の外注先として上記した地場系の下請け層が活用されている･
これらの点から,仙台のソフトウェア産業の拡大について,それは自立的発展
を意味するよりも,周辺的性格をもった成長であったと結論づけている･
上記した加藤の調査から10年近くを経過した2001年現在の仙台の情報サー
ビス産業についてアンケート調査した伊藤(2002)の研究によれば,事業所の
新設･閉鎖が多く, 2001年現在の事業所の約4割が1990年代に開設された事
業所であった.しかも, 90年代開設の事業所の特徴は,地場系の単独事業所の
場合は同業種の企業からスピンアウトした者が設立した事業所が多く,一方,
進出企業の事業所はかつて子会社が多かったが,現在では支社として開設され
るケースが大半であると言う.しかし,大手メーカー系の事業所が仙台のソフ
トウェア業の中心的存在であることに変わりがない.すなわち,メーカー系事
業所が地場の業者を下請け企業として組織する生産システムが支配的である･
なお,メーカー系事業所は営業をメーカー本社･支社に依存している･地場企
業のなかには,同業者からの受注に依存ずる下請け的企業のほかに,製品を自
社開発する企業も存在するが,それは少数である.なお,地域間関係として注
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目される売上高の地域的分布は東北地方と関東地方にほとんど限られる･両地
域の全売上高に対する比率はほど括抗している.ただし,関東-の売上には,
メーカー本社からの受注が含まれている.これには東北地方のメーカー支社が
受注した仕事が本社統括部を経由して仙台の事業所に回ってきた分も含まれて
いる.したがって,実質的には仙台のソフトウエア業は関東よりも東北地方の
需要に依存する部分は大であるとみてよい.
4.情報サービス業に関する統計資料
上記した研究成果を参考にして, 4地方中枢都市の情報サービス業の比較を
試みるが,それに先立って利用する統計について説明しておきたい.我々が現
在利用可能な情報サービス業に関する指定統計は,事業所･企業統計調査報告,
サービス業基本調査報告,特定サービス産業実態調査報告書(情報サービス業
宿)である.
前2者は総務省統計局が主管となって実施している調査報告である.事業
所･企業統計調査報告は産業統計のなかでは事業所の補足率が最も高い全数調
査である.調査は5年ごとに実施されている.政令指定都市に関しては産業小
分類による事業所数･従業者数が得られる.一方,サービス業基本調査は, 1989
年より5年ごとに実施されている調査であり,従業員30人未満の事業所につ
いては標本調査となっているが,それ以上の事業所は全数調査されている･当
該調査は調査対象をサービス業に絞った調査であり,事業所･企業統計調査報
告にはない事業所の経営内容(収入金額,給与支給額,設備投資額,取引相手
先など)に関する統計が得られる.ただし,この統計報告によって提供される
都道府県および大都市ごとのデータは産業中分類による集計結果であるため,
情報サービス業に関する統計は,ソフトウェア業,情報処理サービス業等のほ
かにニュース供給業,興信所などを含めた情報サービス･調査業のデータであ
る.ただし,同調査報告には報告書に掲載されていないが,総務省統計局にて
閲覧可能な統計(非掲載の統計)があり,そのなかに産業小分類による事業所
のタイプ別(単独事業所,本社,支店)統計が全国の県庁所在都市について用
意されている.
特定サービス産業実態調査は産業経済省が毎年実施している調査である.当
調査はサンプル調査であるが,調査対象の抽出方法が説明されていない･しか
し,1999年の当該報告書と事業所･企業統計調査報告のデータを対照すると(第
18表),従業者数が30人以上の事業所については大半が調査されているが,そ
れ以下の小規模事業所になると,調査対象に含まれない事業所が多くなる･と
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第18表情報サービス業に関する3種類の統計調査における事業所数 
資料 佗b?m4人5-9人10-29人30-99人100-299人300人以上 
A特サビ 都鉄r?9392728382427871301 
構成比率 免???%12%36%31%11%4% 
Bサビ基本 ?#??45705434721334071536 
構成比率 免???1%25%33%15%7% 
C事.企調 ??S?5596456356043197993289 
構成比率 免???8%23%28%16%5%1% 
A/C ?紊?0.110.200.510.760.881.04 
B/C ?貳ﾂ?.821.191.291.071.55 
注)特サビ:平成11年特定サービス産業実態調査報告書,サビ基本:平成11年サービス業基二 
調査報告,事･企調:平成11年度事業所･企業調査報告(民営事業所のみ).
りわけ従業者10人未満の事業所の場合,全体の15%程度の事業所しか調査さ
れていない.したがって,当該資料を用いて事業所数を検討する場合には,注
意を要する.従業者数に関しては,大規模事業所の大部分が調査されている関
係で,事業所数に比べると全数調査の結果に近い値を示す.当該資料にはこう
した限界があるが,一方で,都道府県および政令指定都市については,情報サ
ービス業の特徴を捉える上で有効な開設形態,業務開始年代,職種別従業者数,
契約先の産業構成および業務種類別年間売上高などの統計が得られる.
5. 4都市の情報サービス業の比較
第3図は, 4都市の情報サービス業の動向を概観するために,当該産業の従
業者の推移を表したものである.
1970年代までは4都市の情報サービス業従業者がいずれも2, 000人以下と
少なかった.そのため,都市間の従業者の差も目立たなかった.ところが,班
述したように1980年代に入ると, 4都市の当該産業が急成長を遂げた結果,
都市間の規模の差も増幅された.従業者数の最も少ない広島の場合, 80年代の
増加率は4都市のなかでは相対的に高かったが,第3図に見るとおり絶対的差
が拡大した結果,広島の集積量が以前にも増して小さく見えるようになった.
因みに, 1991年現在の4都市の情報サービス業従業者数を大きさの順に列記
すると,福岡17, 114人,札幌11, 529人,仙台9, 229人,広島8, 089人
であった.最大の福岡と最小の広島では2倍強の開きがあった.
続く　90年代に入ると,札幌の当該産業従業者のみが継続して相対的に高い
増加率で増大を続けたのに対して,他の3都市の従業者は90年代前半に大き
く落ち込み,後半になって回復するパターンを示した.また,回復の程度には,
3都市間に差異があった.福岡では, 1999年に91年の規模以上に回復したの
に対して,仙台･広島では99年になっても91年の水準に回復しなかった･
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第3図地方中枢都市における情報サービス業従業者の推移
このように成長産業と期待される情報サービス業の集積量および動向におい
ても,広島の劣位が認められる.しかし,第ⅠⅠ章で指摘した札幌の福岡･仙台
に対する劣位は,当該産業においては認められない.むしろ,情報サービス業
においては,札幌の従業者の推移は他都市に比べて良好であった.
次に, 4都市の情報サービス業における事業所のタイプ構成(単独事業所,
本社,支店)について検討する.第19表に示した事業所のタイプ構成は, 1999
年実施のサービス業基本調査報告にある事業所タイプ別統計に基づくものであ
る.
第19表情報サービス業事業所のタイプ構成(1999年) 
都市 倬hｼh???倬hｼh?,ﾈ5?87b?
単独事業所 冏ｸ??x店 
札幌 田#?52.2%12.9%35.1% 
仙台 ?C"?8.4%19.0%52.9% 
広島 ?S?31.0%29.5%39.5% 
福岡 田??6.7%17.4%45.8% 
(1999年サービス業基本調査報告により作成) 
同表から4都市の事業所数とともにタイプ構成に大きな違いがあることがわ
かる.仙台の場合は,支店が事業所全体の過半を占め,当該産業においても進
出企業に依存する度合いが高いことを示す.支店の本社所在地については不明
であるが, 1996年事業所･企業統計調査報告による情報サービス･調査業の支
所の本社所在地構成をみると,仙台における当該産業の支所の62%が東京都企
業の支所であったことから判断して,支店の過半は東京からの進出企業のもの
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????
とみてよい(第20表).
第20表情報サービス業支所の本所所在瑠 
都市 倡引｢?結椏s企業 
札幌 ?sR??R?122(69.7%) 
仙台 ?C????148(61.7%) 
広島 ?#????51(42.1%) 
福岡 ????R?179(59.3%) 
(1996年事業所.企業統計調査報告により作成) 
一方,札幌の場合は,事業所数が多い上に,単独事業所の比率が4都市のなか
で際立って高く,地場の小規模な事業者が多く存在することを物語る.また,
支店の構成比率は単独事業所が多い分低くなっているが,支店の実数(218)
は仙台(181)よりも多い.その多くは仙台の場合と同様に東京企業の支店と
みてよい.したがって,札幌の情報サービス業については,仙台との対比で言
えば,地場企業,進出企業ともに仙台以上に集積が進んでいると指摘できる.
4都市のなかで事業所数が最も多い福岡についてみると,仙台に次いで支店
比率が高く,支店の実数では福岡(313)は札幌(218)を大きく上回る.また,
本社数でも福岡(119)が札幌(80)を上回るが,単独事業所数(251)は札幌
(324)に比べてかなり少ない(第19表).福岡と札幌における事業所タイプ
の構成上の違いは何を意味するかは今後の調査を待たなければならないが,成
長産業と目される情報サービス業の集積の形態は地方中枢都市にあっても一様
でないことが注目される.また,広島の事業所数が少ないが,その理由を第ⅠⅠⅠ
章で指摘した支店の集積量の大小を生む要因で説明するには無理がある.なぜ
ならば,地方ブロックの需要量が相対的に小さい札幌が相対的に大きな集積を
形成しているからである.
第21表は4都市の情報サービス業の質的な側面を比較するために,特定サ
ービス業実態調査報告書にある職種別従業者の構成を表したものである.同表
を見る限りは, 4都市間に大きな違いがない.福岡は管理･営業部門および研
究員･システムエンジニアリングの従業者比率において他の3都市に比べて若
干高い.しかし,管理･営業部門従業者比率に限ってみれば,広島も相対的に
高く,また,研究員･システムエンジニアリングの同比率においては仙台の比
率が高い.同表には参考として東京の構成比率も示しているが,東京の場合,
ソフトウエアの開発工程の下流工程を担うプログラマーの比率が相対的に低い･
それに対して札幌の当該比率が高く,札幌の地場企業には情報ベンチャー企業
として注目される自社製品開発力をもった企業が少なくないが(北海道情報産
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業史編集委員会, 2000),多くは同業者から受注する下請け的企業と解釈され
る.
第21表情報サービス業務部門の 劔職種別従業者の構成 
都市 偖ﾘｼh???ﾇ理.営業 部門 侈Hｸh蹴?h5?6X8?x985x6｢??ｨ984?Fログラマ- ???ﾈ?5?X4ﾈ?7?2??8??ｻの他 
札幌 ??#cr????16.4%44.4%23.1%8.2%7.9% 
仙台 唐ﾃ??ﾆ???14.0%49.4%20.0%11.5%5.1% 
広島 途ﾃ3c"????18.0%43.3%18.1%12.3%8.3% 
福岡 ?Bﾃ?B????17.9%47.8%17.7%10.3%6.3% 
東京 ?#r縱CR????18.5%43.0%17.7%10.8%10.1% 
(平成11年特定サービス産業実態調査報告書(情報サービス業編)により作成) 
6.まとめ
以上, 4地方中枢都市の情報サービス業の集積量および特性について比較し
た. 4都市の場合とも, 1980年代に急成長を遂げるが,集積の絶対量において
福岡･札幌と仙台･広島の間に大きな差が形成された.そのため,ここでも福
岡の集積量の大きさと広島の相対的劣位が明瞭な形をとって現れた.それに対
して,札幌は1980年代のみならず1990年代においても相対的に高い成長を遂
げて,福岡の集積量に迫る勢いにある.しかも,札幌の情報サービス業は地場
企業の構成比率が他都市に比べて大きい点に特徴がある.それだけ,地場企業
が多く育っていることになる.それに対して,仙台の当該産業の場合は,支店
の比率が高い上に,先行研究によると,地場企業にもコンピューターメーカー
系の子会社などからの受注に依存する下請け的企業が多い.情報サービス業に
おけるこうした都市間の差異は支店の集積の場合とは違った要素を含んでいる.
したがって,その差異をもたらした要因について今後検討が必要である.
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Ⅴ　結び
1990年代に入って4地方中枢都市の動向に関して,従来の横並びの成長から
成長に差を伴なった状況に推移したとする指摘がなされたことを受けて,主に
事業所･企業統計調査に基づく産業別従業者数を指標にして1980年代後半以
降の4都市の動向を比較検討した.その結果, 4都市の従業者の増加率は景気
変動の影響を受けて期間によって大きく変動していたが, 4都市のなかで福岡
の成長は堅調であったのに対して,広島は1980年代以降連続して低位な成長
に留まちた.また,広島の成長の鈍化に関しては, ｢支店経済のまち｣としての
成長が他都市に比べて弱いこと,換言すれば域外企業による活動の拠点として
の評価が低下していることが推察された.加えて,成長産業である情報サービ
ス業における広島の集積規模が4都市のなかで最も小さく,従来の基盤産業で
ある流通産業などの成長力の低下を補う新しい産業の成長が相対的に弱いこと
を確認した.
一方,札幌,仙台は人口増加率から見る限りにおいては福岡と変わるところ
がなかったが,事業所の集積量およびその動向を検討するとき,そこに違いが
認められた.支店の集積量からすると,札幌は福岡に大きく劣る.札幌の支店
集積量は現在では仙台と同規模にある.そのため,地方中枢都市が等しく｢支
店経済のまち｣と形容されてきたが,福岡･仙台と札幌･広島とでは,都市の
産業全体に占める支店の比率も大きく異なる.この支店集積量および都市経済
に占める支店の比率の差については,一つ,それぞれの都市が後背地とする地
方ブロックの市場規模の差が影響していることが読み取れた.つまり,福岡と
札幌の支店集積量の差は九州と北海道の需要規模の差に依存する.ただし,礼
幌の場合は,情報サービス業などにおいて,地元企業の集積量は福岡よりも大
きく,しかも,都市の従業者の増加に対する地元企業の寄与率も4都市のなか
で目立って大きいことが判明した.
それに対して,仙台の成長は,依然として域外企業の支店の集積に大きく依
存している.仙台は,東京から約350kmの位置にあって,東京企業が事業の
広域化を図ろうとしたとき,進出しやすい位置にある.そのため,大企業のみ
ならず中小の東京企業も多く進出していると推察される.また,この傾向は卸
売業などの従来の都市基盤産業のみならず,情報サービス業においても同様で
ある.その結果,仙台の全事業所従業者に占める支店の比率,および従業者の
増加に対する支店の寄与率ともに最も高い.換言すれば,それだけ成長力のあ
る地元企業が少ないと言うことである.福岡は,仙台に次いで支店比率の高い
都市であるが,地元企業のなかにも成長力をもった企業が相対的に多い.つま
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り,福岡は支店の集積のみならず,地元企業の成長も相対的に良好である･さ
らに,福岡における1990年代の支店集積には,東京企業の支店従業者の増加
が大幅に減少したが,それを補完するように九州地方の企業の支店進出がみら
れた.
次ぎに問われる問題は,上に要約した1980年代後半以降における4地方中
枢都市の成長の差が何よって生じたかがである.このうち,支店集積の差に関
しては,大企業が市場としての全国をどのように地域区分して把握･管理し,
また支店のテリトリーを割り当てているか,そして1990年代以降における経
済環境の変化のなかで支店のテリトリーをどのように再編してきたかを調査す
ることが求められる.また,地方ブロック企業の進出に関しては,当該企業が
地方中枢都市に進出した理由を検討する必要がある.一方,地元企業の成長の
差については,企業を育てる都市の環境とは何かを多面的に考える必要がある･
これらの問題は今後の課題としたい.
付記
本研究において事業所･企業統計調査報告のうち報告書に掲載されていない
統計を利用したが,その利用に当たって総務省統計局にご配慮を頂いた.ここ
に記してお礼申し上げます.
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付録:関連統計
1. 1996年における4地方中枢都市の従業者の構成
1)札幌市の地元企業,域 丶?仂i¥ｨ?ｼh???涛iD竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 田?3#?389733 ?3Ss#?SC?3?s3CR?173242 
支店関連業種の合計 ?都3#?234360 ?C????sC?ッ?122575 
建設業 ??鼎2?8179 鉄????SC?B?18710 
運輸.通信業 鉄Sc??1380 ?c?C?#cc?#r?14984 
卸売業 ??3途?8945 ?3#s##Scs3ツs??8774 
金融.保険業 ??3?6394 ?s33Ccc?#S??8386 
不動産業 ?c?"?2441 涛3#S3?c???2498 
対事業所サ-ビス業 塔イ3r?7021 ??CS#S?c??2?19223 
(物品賃貸業) 鉄S#R?968 ?#s?c塔???1546 
(情報サービス等) ?cC??873 鉄33イS3S#?2?4376 
(専門サービス業) ?SCs?16968 ?#S3鼎C#?SS??952 
(その他の事業) 鼎?3"?7212 ?#c塔?S?SCs??349 
産業 ?h､?仂h,ﾉgｸ??ﾝﾙ&?
自地方 ブロック 宙齪ﾊy>??結椏s ?Xﾞ9Wｲ?､知県 ?ｸ,ﾉ??
全産業 ?塔CC??S?cC3cCCcs##C3r?
支店関連業種の合計 ?#cS??ピ?C#s#鼎?3#c?
建設業 ??s?涛?C##?s?32?
運輸.通信業 ?S3??3?sc??#Sr?
卸売業 鼎cピ#sc?s#c?##sc都b?
金融.保険業 ?c#??S3#塔??S?
不動産業 ?CC#??CcsC?
対事業所サービス業 ?涛?#イC?s#c?#??
(物品賃貸業) ??ツS?#?釘?
(情報サービス等) ?#3#S?????S?
(専門サービス業) 鉄3##ピCC??3鼎"?
(その他の事業) ??ツS??S33c??
情報サ-ビス等:情報サ-ビス.調査業および広告業,その他の事業:その他の事業サービス業 
資料: 1996年事業所･企業統計調査報告
2)仙台市の地元企業,域 丶?仂i¥ｨ?ｼh???涛iD竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 鼎?#??42120 ??3?cscccSc?B?166091 
支店関連業種の合計 ?S3??127881 都?sS3?イ?s#"?125307 
建設業 鉄sSCr?4687 ?Cc?sC33#c3??2860 
運輸.通信業 ?s#??8479 塔sツc?s3SSb?18721 
卸売業 塔#s32?2152 ?Cc#?C??3??50581 
金融.保険業 ?cSモ?552 塔??涛#?r?12036 
不動産業 都cC2?849 鼎Ss??3途?1794 
対事業所サービス業 鉄?sr?2162 ?s3Sン?#Sc??19315 
(物品賃貸業) 鼎3??105 ???3CCS??213 
(情報サービス等) ??s?6156 ?3sS#?#s??4314 
(専門サービス業) ?ccSr?0043 都???#ン2?6614 
(その他の事業) ??3"?3858 鉄?CC3イ3Sc??174 
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産業 ?h､?仂h,ﾉgｸ??ﾝﾙ&?
自地方 ブロック 宙齪ﾊy>??結椏s ?Xﾞ9Wｲ?､知県 ?ｸ,ﾉ??
全産業 ?c??SS鉄?sCcC?c?3cイ#C#3"?
支店関連業種の合計 塔s3S#鼎#イc??鉄?鉄?c??
建設業 ?ャSc??C3C##?3?#??
運輸.通信業 ?CSS?C?3?##cS3c3#CCb?
卸売業 ?S##s?3?#?S??sャ?r?
金融.保険業 鉄?cゴ#3#33??3釘?
不動産業 田CS?3#c#ccG?3B?
対事業所サービス業 ?##鼎涛?c???#都#ゴ?
(物品賃貸業) ??S#?Sc#?#cC#?
(情報サービス等) ?C3CS3?C33Ss?#?
(専門サービス業) 鼎??SCsSsCャ?cイr?
(その他の事業) 鼎c?ピC3c##ン鼎田?
自地方ブロックの数値には自県内の従業者を含む. 
3)広島市の地元企業,域 丶?仂i¥ｨ?ｼh???涛iD竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 鼎c#?2?15887 ?C#ャs?3ツsc?32?146286 
支店関連業種の合計 ?S#cc?155883 都涛?SC#?#???96777 
建設業 鉄???0585 ?s#C??C3S#??8497 
運輸.通信業 ?ピS"?2795 塔田Sイ#?C??15957 
卸売業 都#CsR?7269 ?SS??SS??r?35206 
金融.保険業 ????474 塔#3#s33#???2643 
不動産業 塔C??216 鉄???s3??1277 
対事業所サービス業 鉄CsC?41544 ????ccsc3途?13197 
(物品賃貸業) 鼎??2885 ??涛s???1226 
(情報サービス等) 涛c澱?976 ?涛C#ScC???2720 
(専門サービス業) ??ﾓCR?3819 都sS3C#s#?釘?4326 
(その他の事業) ?#sヲ?7864 涛s#CSツ?#??4925 
産業 ?h､?仂h,ﾉgｸ??ﾝﾙ&?
自地方 ブロック 宙齪ﾊy>??結椏s ?Xﾞ9Wｲ?､知県 ?ｸ,ﾉ??
全産業 ?c鼎"?9047 都#3?#S3?3csr?18047 
支店関連業種の合計 塔3C?4412 鉄C?c#?cs#C3??0553 
建設業 ?C??10 ?#?s33??"?1543 
運輸.通信業 ??B?194 塔?#CSSC???286 
卸売業 ?3コ?280 ?sC3c???C??444 
金融.保険業 都??21 塔イ###??b?754 
不動産業 田b?8 涛#c#33"?50 
対事業所サービス業 ?田B?59 田ss3#csC3??1476 
(物品賃貸業) ???3 都#C?s??97 
(情報サービス等) ?c?215 ?S#c#s田R?589 
(専門サービス業) 都#R?56 ?ン???r?463 
(その他の事業) 都ッ?05 ?c3#?#?S"?327 
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4)福岡市の地元企業,域 丶?仂i¥ｨ?ｼh???涛iD竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 田??r?78259 ?c#ssC?c?SンC#??33818 
支店関連業種の合計 ?ャ#S?210711 ??SCcs3C3?#s3R?177540 
建設業 都?澱?5615 ?涛sC?#C?C??25681 
運輸.通信業 鉄?ッ?6000 ?3C3S?#c3?3??22286 
卸売業 ?#???0939 ???#C??cC2?77162 
金融.保険業 ??C?9864 ?Cc?3?C?B?20785 
不動産業 ?3イ?10790 都S?##ツ塔b?3050 
対事業所サービス業 塔c??57503 ??C#??#???28576 
(物品賃貸業) 鉄C3?3068 涛ピ?Cs?3B?2371 
(情報サービス等) ?鼎??2034 田#?S?scs??382 
(専門サ-ビス業) ?C3#?16524 涛s##CS?###??796 
(その他の事業) ?c?B?5877 ?C?Ss3csC3コ?11027 
産業 ?h､?仂h,ﾉgｸ??ﾝﾙ&?
自地方 ブロック 宙齪ﾊy>??結椏s ?Xﾞ9Wｲ?､知県 ?ｸ,ﾉ??
全産業 ?C#C??s3#?33?3?sツ?s3???
支店関連業種の合計 ?c?Cs?C??C?3cs?S?#???
建設業 ??ンs?S3scCs3c#ャ#?2?
運輸.通信業 ?##?scS?s都#csc?c#CS?
卸売業 鼎田?Sピ3田涛??s3#C?#?B?
金融.保険業 ?c#?3?3ピ??33c??2?
不動産業 ?3?C?#s#3s##s2?
対事業所サービス業 ?cCS???s#sC?cCャ#s??
(物品賃貸業) ?Cc#??##CScs?sr?
(情報サービス等) 塔?CC鉄?sC鼎?cs??
(専門サービス業) 田cc3s#CンC?#S?S?b?
(その他の事業) ?sC?ccSC#C#ゴ??ンB?
2. 1986-96年における4地方中枢都市の従業者の増加数
1)札幌市の従業者の増加数(1986-9 ?年) 
産.莱 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 ?ン?R?42632 鉄sCS?SゴsC???46513 
支店関連業種の合計 ???r?6422 ??3##s?#????8495 
建設業 ?ャッ?5008 涛cs#C?????878 
運輸.通信業 ?C#??0408 都S鉄S?C?r?3810 
卸売業 ?ン3?9665 ?#?C3?3?"?9274 
金融.保険業 ?Cビ?046 鉄イ#??S2?-559 
不動産業 鼎C3b?644 ??都?sッ?792 
対事業所サービス業 鼎s??34651 ?c?s??#???11300 
(物品賃貸業) ?cCB?332 田?cピ32?743 
(情報サービス等) 都ssb?147 ?鉄S?#C?c??629 
(専門サービス業) 都?B?799 都?蔦C?s?ビ?2305 
(その他の事業) ?鉄ビ?3373 田S??#cイS??6214 
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2)仙台市の従業者の増力 佰ｹ??塔bﾓ妬D竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 ?#3cSr?9062 鼎#?c3S?#3S3??4595 
支店関連業種の合計 田都C?35088 ?C??c3ピ3s??4660 
建設業 ?3??9533 涛?bﾓc3S???3525 
運輸.通信業 ?##??210 ?cc3cC??r?7991 
卸売業 ?C??3990 ?SSCcC?澱?10838 
金融.保険業 ?Ss"?63 ?3鼎?#??09 
不動産業 ?3c2?620 ?3c涛s?B?743 
対事業所サービス業 ?Ss#b?5072 涛??C?33??10654 
(物品賃貸業) ?SSr?218 田?#?3#R?1339 
(情報サービス等) 鼎c??637 ?#涛??33B?2044 
(専門サービス業) 涛C??495 ?ゴC?#3S??3919 
(その他の事業) 涛?B?722 ?3cc?3##??3352 
3)広島市の従業者の増力 佰ｹ??塔bﾓ妬D竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 ??c#r?0002 ?C3??C??#s??3625 
支店関連業種の合計 鉄鉄cB?8853 ????3C?3??20711 
建設業 ?C?R?0166 塔3C#?3sCビ?3989 
運輸.通信業 塔S3?3458 ?3??3ゴ??5081 
卸売業 ???914 蔦??#?s3S"?2986 
金融.保険業 ?#??223 ??S#?コ?996 
不動産業 ?3sR?763 ???ツ?b?612 
対事業所サービス業 ?s3sb?0329 ??#鉄?3CC??7047 
(物品賃貸業) ??r?526 鉄SSC?SS2?611 
(情報サービス等) 鼎c3?3627 ???#????1011 
(専門サービス業) 涛3??695 鼎3??3ンCR?2687 
(その他の事業) ????481 鼎sc##??c??2738 
4)福岡市の従業者の増力 佰ｹ??塔bﾓ妬D竰?
産業 ?8?ｼh??n元企業 劔域外企業 支所 
計 ??h馼ｼh??{所 俾?8?>?辷??
全産業 ?sSs3b?05907 鼎SC?#イ?3#?B?69829 
支店関連業種の合計 ??涛"?7068 ?ンC3????釘?44022 
建設業 ?ンィ?240 ???鼎?#??6807 
運輸.通信業 ?Ss??289 ?3?S#?S#2?5819 
卸売業 ?cS#?7837 鉄?3???#b?11165 
金融.保険業 ?#Sb?445 都c32ﾓ#s3コ?2256 
不動産業 鼎ScB?735 鉄#cS#S???1566 
対事業所サービス業 鼎SャR?2522 塔s鼎?c鼎3S??6409 
(物品賃貸業) ???2482 ?#?S?sc2?1255 
(情報サービス等) 塔ccB?051 ?Ss?C#sCR?3407 
(専門サービス業) ?#鉄"?749 ?????cC??431 
(その他の事業) ??3?9240 ?鼎CC3ツ???7316 
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3. 13大 (1999年)
市 計 単独事業所
札幌
仙台
千葉
東京
横浜
川崎
名古屋
京都
大阪
神戸
広島
北九州
福岡
221　　　　　　57　　　　174
103　　　　　　23　　　　　44
54　　　　　　58　　　　121
43　　　　　　　7　　　　　60
11
18
1727
1362
317
160
43
31
303
160
62
33
694
228
101
49
52
9　　　　　31
7　　　　　38
1468　　　　　946
782　　　　　48 1
165　　　　173
57　　　　　87
43　　　　　64
16　　　　　28
137　　　　　202
67　　　　120
35　　　　　37
45　　　　　20
312　　　　　500
164　　　　　209
29　　　　　86
7　　　　　77
45　　　　　47
28　　　　　　31　　　　　55
54
21
187
64
41　　　　16
6　　　　　40
96　　　　175
23　　　　138
下段の数値は情報処理･提供サービス業の事業所数.
(1999年サービス業基本調査報告(非掲載の統計)により作成)
4.主要都市のf ?)_?H?7(5る+(ﾛ鮎h馼ｼh?,ﾈ､ｩ?鳧ｯ｢?
都市 倬hｼh???J設年次 
～1969年1970-79年1980-89年1990-99年 
札幌 田??061169409 
仙台 鼎#b?562119215 
広島 ?#?3527119139 
福岡 都c"?385250363 
東京 都#??6787221093749 
横浜 涛??273366492 
名古屋 ??b?2125360508 
大阪 ?CCb?582846721221 
全国 ?Sc澱?6112904756812528 
(1999年サービス業基本調査報告(非掲載の統計)により作成) 
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5.1996-99年における民営事業所従業者の増減 
業種 兒ｩ}?ﾈ7?ﾂ?S国l札幌l仙台l広島l福岡 
全産業 弔?3,776,462-84,768-26,904-44,135-21,380 
農林漁業 弔?20,005-112-66-142105 
鉱業 弔?9,304-303-39-54-40 
建設業 弔???684,988-18,561-3,859-7,231-5,405 
総合工事業 ?407,825-ll,624-3,794-3,133-3,972 
製造業 ?1,469,717-8,497-4,582-7,909-5,962 
食料品 ?104,050-1,361-933-1,072-1,421 
衣服. ?196,043-749-403-956-1,483 
金属製品 ?110,504-535-46-530-299 
一般機械器具 ?102,736-77-122-377-330 
電気機械器具 ?189,175-376-387-423-295 
輸送用 ?120,514-113-91-1,586-57 
電気.ガス. ?7,455832828-135 
運輸.通信 弔????210,735-4,98963-4,8001,676 
鉄道業 ?35,330-238-2,292-31-2,174 
道路旅客 ?30,6626850-1,14489 
道路貨物 ?45,461-4,4012,462-7375,287 
水運業 ?13,764147-10-330-92 
航空運輸業 ?9,7244-51-29-226 
倉庫業 ?2,668-205-186-345-291 
運輸附帯 ?55,844378-371-764-639 
電気通信業 ?15,969-731507-1,420-276 
卸売業 ?302,760-14,682-8,358-726-6,101 
各種商品 ?16,547-214-21062-112 
繊維.衣服等 ?45,300-1,509-1,909294-1,776 
飲食料品 ?4,022-1,391451962,226 
建築材料, ?108,856-2,766-1,717-2,047-3,001 
機械器具 ?78,883-6,259-2,655663-2,509 
小売業 ?616,565-14,300-2,902-14,052-9,116 
各種商品 ?154,805-2,146269-1,508-2,268 
織物.衣服. ?85,500-387523-880-1,031 
飲食料品 ?97,107-4,716-1,884-3,534-1,413 
自動車. ?97,780-1,444-791-1,237-1,293 
飲食店 ?44,845-1,465-440-1,3102,465 
金融.保険業 弔??236,663-3,975-2,734-2,356-805 
銀行.信託業 ?45,230-2,565-1,135-801-567 
証券業,商品 ?34,077-342-163-259-428 
保険業 ?116,416-925-818-1,13297 
不動産業 ?59,030-1,963-132-1,351-968 
サービス業 弔??114,395-16,004-4,137-4,2122,906 
旅館,その他 ?55,284-2,500-587-151-441 
物品賃貸業 ?17,191-231-616-398847 
情報サービス ?5,2572,6651,0565352,432 
広告業 ?3,401-899-39173894 
専門サービス ?73,744-3,662-1,771-2,130-285 
その他の事業 ?25,294-7,851-1,860-2,198-1,769 
医療業 ?37,9922,5195182,4132,057 
教育 ?57200-242103599 
学術研究 ?6,255-1,05725-54-77 
対事業所サービ ?44,373-9,978-3,230-4,0182,119 
対事業所サービス:物品賃貸業,情報サービス.調査業,広告業,専門サービス業,その他の事業 
ビス業.　*印は産業を大分類を示す.
(事業所･企業統計調査報告により作成)
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